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りそなグループは、創造性に富んだ金融サービス企業を目指し、

お客さまの信頼に応えます。

変革に挑戦します。

透明な経営に努めます。

地域社会とともに発展します。

「りそな」はお客さまとの信頼関係を大切にします

お客さまからの信頼を全てに優先し、お客さまの喜ぶ顔や幸せのために、
誠実で心のこもったサービスを提供します。
お客さまのニーズに応え、質の高いサービスを提供します。
常に感謝の気持ちで接します。

お客さまと

「りそな」

「りそな」は株主との関係を大切にします

長期的な視点に立った健全な経営を行い、企業価値の向上に努めます。
健全な利益の適正な還元を目指します。
何事も先送りせず、透明な経営に徹し、企業情報を公正かつ積極的に伝えます。

株主と

「りそな」

「りそな」は社会とのつながりを大切にします

「りそな」が存在する意義を多くの人々に認めていただけるよう努力します。
広く社会のルールを遵守します。
良き企業市民として地域社会に貢献します。

社会と

「りそな」

「りそな」は従業員の人間性を大切にします

「りそな」の一員であることに誇りを持って働ける職場を創ります。
創造性や変革に挑戦する姿勢を重んじます。
従業員一人ひとりの人間性を尊重し、能力や成果を公正に評価します。

従業員と

「りそな」

りそなグループ経営理念

りそなＷＡＹ（りそなグループ行動宣言）
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「再生」から「飛躍」へ
りそなの新たな挑戦がはじまります
りそなは、公的資金による多額の資本増強を受けたことを真摯に受け止め、早期に経営

の健全化を図るべく、平成１７年３月までを集中再生期間と位置づけました。「持続的な黒

字経営への体質転換」「透明性の高いスピード感ある経営」「銀行業から金融サービス業へ

の進化」という３つの経営の姿を実現させることを目指し、財務改革や内部改革を断行す

るとともに、金融サービス業への進化に向けてさまざまな挑戦を続けてまいりました。

その結果、当グループの最大の課題であった不良債権問題等について当初目標を達成し、

平成１７年３月期の業績についても計画を上回る利益を確保するなど、さらなる飛躍の

ための基礎づくりを着実に進展させることができたと考えております。

平成１６年１１月に策定・公表した「経営の健全化のための計画～サービス業への進化を

目指して」では、平成１９年３月までを計画期間として「再生から飛躍へ」をテーマに、公的

資金返済に向け、高収益企業への飛躍を目指してまいります。

集中再生期間を第一ステージ（“ＨＯＰ”）とすれば、「リストラから営業力強化へ」と大き

く舵を切る第二ステージはまさに“ＳＴＥＰ”にあたります。この２年間を通じて、私たち

は、飛躍（“ＪＵＭＰ”）へのさらなるステップアップを準備し、「大阪・埼玉・東京を中心と

する地域・お客さまから最も支持されるコミュニティ・バンク・グループ」という将来ビ

ジョンを実現させたいと考えております。
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サービス業への進化

お客さま・地域を起点に
地域運営の実施により、

地元企業や商店街などと結びつき、

地域ニーズに根ざしたサービスを迅速に提供します。

ホスピタリティの徹底
お客さまの目線で発想し、行動します。

サービスの「質」の向上により、

お客さまに喜んで

いただける銀行となります。

新しい企業文化を創る
「すべてのはじまりはお客さまから」という

サービス業の基本を徹底。

さらに、女性や若手社員が

活躍できる銀行となります。

銀行の枠を超えた商品を
業界トップクラスの企業と

幅広い業務提携などにより、

ニーズに合った商品・サービスを

タイムリーに提供します。

お客さまとの接点を増やす
事務コスト・スペース・人員を

それぞれ半減する一方、

セールスやサービスをより重視した

店舗展開を行っていきます。

Community Bank Group
これが、りそなの「約束」です。

コミュニティ・バンク・グループ
好感度ナンバーワンを目指し、地域と共存するサービス企業となります。
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りそなホールディングス 会長メッセージ

平素より、りそなグループをお引き立ていただきまして誠にありがとうございます。

「りそな再生」に向けた、平成１７年３月までの約２年間の「集中再生期間」におきましては、持続的な黒字経

営への体質転換とブランドの回復を最大の経営課題としてさまざまな改革を進めてまいりました。

この間、多くの皆さまから温かい励ましとご支援を賜り、おかげさまで集中再生期間の最終年度である平

成１６年度につきましては、公約としていた不良債権比率などの各種目標を達成したほか、利益についても計

画を上回る成果を残すことができ、黒字経営への体質転換は確かなものになったと考えております。また、

「待ち時間ゼロ運動」や「窓口営業時間の拡大」、次世代型店舗の試行など銀行の常識にとらわれないサービ

ス向上に向けた取り組みに対して、お客さまからお褒めの言葉をいただくようになり、りそなブランドの着

実な回復を実感しております。

今年度からの「再生」から「飛躍」へ向けたステージでは、「リストラから営業力強

化へ」をコンセプトに、さらなる高収益・高ブランド銀行への体質転換をテーマと

して取り組んでまいります。

本誌では、再生に向けたこれまでの取り組みや今後の経営の方向性、ＣＳＲ（企

業の社会的責任）への取り組み、平成１６年度の業績などをご説明しております。

本誌がりそなグループに対するご理解を深めていただくための一助になれば幸

いです。

りそなグループは、地域・お客さまから最も支持される「コミュニ

ティ・バンク・グループ」として、これからもさらなる飛躍に向け

た変革に挑戦し、企業価値の最大化に努めてまいります。今

後とも皆さま方の一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願

い申し上げます。

平成１７年７月

株式会社りそなホールディングス

取締役兼代表執行役会長
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埼玉りそな銀行 社長メッセージ

皆さまには、平素より埼玉りそな銀行をお引き立ていただき、誠にありがとうございます。

私ども埼玉りそな銀行は、平成１５年３月の開業以来、「現場主義」、「お客さま第一主義」を基本として地域に

密着した営業を展開し、お客さまの信頼に応えるべく持続的な黒字体質の確立に努めてまいりました。

当社開業後の２年間は、「りそな再生」に向けたグループ集中再生期間とほぼ重なっておりましたが、平成１６

年度はその総仕上げの年として、「地域運営」など新たな営業施策に取り組み、従来以上に地域のお客さまの

ニーズにきめ細かく、積極的かつスピーディにお応えすることで、安定的な営業基盤を構築し、順調に業績を

伸展させることができました。これも地域の皆さまからのご支援の賜物と、心から御礼申し上げます。

平成１７年度は、「再生」から「飛躍」に向けたグループ新健全化計画のスタートの年と

なりますが、地域金融機関トップクラスの収益性を実現し、お客さまの信頼を確

実なものとするためには、地域での営業力をさらに強化しなければならないと

考えております。当社は、営業力強化に向けて、あらためて真の地域銀行とは

何か、地域銀行の支店とはどうあるべきかを問い直し、埼玉県内のそれぞれの

地域で不可欠な存在となるべく、さまざまな施策に取り組んでいく所存です。

当社は、今後とも「埼玉県の皆さまに信頼され、地元埼玉とともに発展する

銀行」を目指し、お客さま・地域の皆さまに質の高い商品・サービス

をご提供することで、さらなる経営体質の強化、企業価値の

向上に努めてまいります。

皆さまにおかれましては、一層のご支援とご愛顧を賜

りますようお願い申し上げます。

平成１７年７月

株式会社 埼玉りそな銀行

代表取締役社長
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Saitama Resona Bank

サービス業への進化を目指して
ワンランク上のサービスで、好感度Ｎｏ.１を

私ども埼玉りそな銀行では、お客さまの視点に立った質の高いサービスをご

提供する創造性に富んだ金融サービス企業への進化を目指し、さまざまな施

策に取り組んでおります。これまでも、｢待ち時間ゼロ｣や｢営業時間の拡大｣など

お客さまの利便性向上に向けた施策を実施してまいりましたが、平成１７年４月からは、新たに

｢サービス改革室｣を設置し、全社一丸となって従来以上のサービス改革に取り組んでおります。

また、信用を第一とする金融機関として、お客さまが安心して当社とお取り引きいただくこ

とができますように、偽造キャッシュカード対策や個人情報保護法への対応についても、積極

的かつ真摯に取り組んでおります。

これからも、「お客さま第一主義」を基本として、お客さま発、地域発の商品・サービスをご

提供することで、お客さまのニーズに的確にお応えするとともに、お客さまの利便性の向上に

努めてまいります。

お客さまと

「りそな」

りそなホールディングスでは、責任ある経営体制の確立ならびに経営に対す

る監視・監督機能の強化と透明性の向上に向け、平成１５年６月に、邦銀で初

めて委員会等設置会社に移行しました。指名・報酬・監査の各委員会のみなら

ず、取締役会についても、社外取締役が過半数を占める運営により、経営の透明性を高めてお

ります。また、外部株主からの付託を受けた上場会社としてマーケットとの対話を重視した、

開かれた経営を目指しております。透明性の高いコーポレート・ガバナンスのもと、情報開示指

針の制定や情報開示委員会の設置などディスクロージャー強化に向けた体制を整備しました。

その他、経営トップによる記者会見の実施やＩＲ（投資家向け広報）活動など、公正かつ能動的な

ディスクロージャーに取り組んでおります。

今後も、経営改革の取り組みをご理解いただくことを目的として、あらゆる媒体を通じ、積

極的なディスクロージャーに努めてまいります。

株主と

「りそな」
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Saitama Resona Bank
人と人とのつながりをより深めるために

埼玉りそな銀行は、地元埼玉に根ざし、｢埼玉県の皆さまに信頼され、地元

埼玉とともに発展する銀行｣を目指しております。地域金融機関として、地域

金融の円滑化に加え、グループのネットワークを活かしたビジネスマッチング、

創業・新事業に取り組むお客さまへのご支援、中小企業の皆さまの再生へのご支援等にも積

極的に取り組み、地域経済・産業の活性化に貢献してまいります。

平成１６年４月からは、地域の特性に合ったきめ細かい営業を機動的に展開するため｢地域運

営｣を導入し、より地元重視・地域密着の体制を整えており、今後一層、県内各地域のお客さま

のニーズにお応えしてまいります。

さらに、埼玉県内のＰＦＩ事業への支援や県内大学との産学連携等、地域社会の発展に今後

も引き続き積極的に取り組んでまいります。

社会と

「りそな」

銀行の競争力を決めるのは、最後は人材です。りそなは「新しい銀行」をつく

る気概で改革に取り組むため、若手社員や女性社員を積極的に登用してきま

した。平成１７年２月には、外資系投信会社とりそなグループの女性社員だけで

開発した女性向け投資信託を発売しました。また、スタッフが女性のみの店舗を昨年オープン

し好評をいただいております。

人事運営においても、従業員の意欲を引き出すために、実力主義・成果主義の徹底に努めて

おります。

りそなは、お客さまと、人と人とのつながりを大切にするサービス企業を目指しております。

お客さまとの関係だけでなく、働く仲間同志のつながりも重視し、お互いを尊重し高めあう風

土をつくってまいります。私たちは、「ホスピタリティ」の精神をグループ全体の価値観として

浸透させていき、人材を活かしきれる銀行グループになることで競争力を一層高めていきた

いと考えております。

従業員と

「りそな」
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リレーションシップ強化に向けた取り組みについて

埼玉りそな銀行が大切にする「地域」と「お客さま」

＞＞「地域運営」の展開、さらなる地域密着へ
埼玉りそな銀行では、当社の営業の基本である「現場主義」「お客さま第一主義」をさらに鮮明に、そしてより進化・

徹底するために、平成１６年４月より「地域運営」＊を導入しております。また、平成１６年１０月にはトップマネジメン

ト直轄の「地域事務局」を新設し、さらなる地域運営の強化、地域との強固なリレーションシップの確立に努めて

おります。

＊地域運営とは、埼玉県内の営業店を地域経済圏・動線等で４つの地域に編成し、各地域に配置した営業統括責任者である「地域営業本部長」に本部

の権限を委譲することで、お客さまにより近いところで迅速に意思決定を行い、きめ細かなサービスをご提供するためのものです。

＞＞地域に根ざした県内最大の店舗ネットワーク
当社は、お客さまと接する機会を大切にし、利便性と品質の高いサービスをご提供するため、県内最大の店舗網を

構築しております。また、地域の皆さまのご期待・ご要望にお応えし、地元経済・産業の発展に貢献できるよう、き

め細かな県内ネットワークを活かして、さまざまな取り組みを実施しております。

【埼玉県内の拠点数】

店舗 有人出張所 代理店 店舗外ＡＴＭ

１００ ８ １ ３２３

①埼玉県内１００店舗については、４０市・１９町に設置
②誘導ブロック設置 ４店舗・１出張所で実施
③その他、東京都に２店舗、栃木県に店舗外ＡＴＭ１カ所を設置
④１日当たりの来店客数は、約２４５千人（平成１６年度下半期実績）

【休日稼働のＡＴＭ拠点】

店舗 有人出張所 代理店 店舗外ＡＴＭ

土曜 １００ ８ １ ２６２

日 ９８ ８ １ ２１４

祝 ９８ ８ １ ２１３

【コンビニＡＴＭ（平成１７年３月末現在）】
アイワイバンク銀行やローソン・エイティエム・ネットワークス
との提携により、全国１３,４０２拠点（うち埼玉県内は８９９拠点）
のコンビニ（セブンイレブン・ローソン等）等に設置されてい
るＡＴＭがご利用いただけます。

埼玉東

埼玉西

埼玉北

埼玉中央

●店舗ネットワーク（平成１７年６月末現在）
さいたま市内の店舗

◎は１１ページの『地域の「現場」からのメッセージ』でご紹介した各地域の名所を示しております。
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＞＞地域の｢現場｣からのメッセージ

秩父の夜祭り

川越の蔵の町並み

南越谷の阿波踊り

さいたま新都心

県北最大の熊谷市を中心に商工業が集積する一方、秩父連山の秀嶺や荒川・利根川

が流れる豊かな自然に恵まれた２５市町村が広がる地域です。

本庄早稲田リサーチパークに代表される新事業創出の動きや、埼玉県が分譲する

産業団地への企業進出が活発化するなど、今後、さらなる発展が期待されます。

私たちは「地域とともに」「地域のために」を合い言葉に、地域に貢献していきたい

と考えております。

埼 玉 北 地 域

東武･西武線の鉄道網や関越道･圏央道の道路網が発達し、川越・所沢市といった文

化と経済・産業の中核都市や大企業の製造･物流拠点等の工業団地などが並存する

バランスのとれた地域です。

また、東京都に隣接する新座･朝霞･和光市等の西南部では、人口増加率も高く、成

長企業も流入するなど、マーケット・ポテンシャルの高い発展が期待されております。

私たちは地域Ｎo.１の情報力を活かした提案営業や、創造性に富んだ金融サービ

スの提供に積極的に取り組んでまいります。

埼 玉 西 地 域

春日部・越谷・久喜周辺の２１市町で構成する当地域は、縦横に走る高速道・鉄道網を

活かした工業団地や流通拠点が数多く展開する一方、鉄道沿線には優良な住宅地が

広がっています。

平成１７年８月のつくばエクスプレス線開業や今後の武蔵野線新駅開業、圏央道開

通等により、さらなる地域経済の発展が見込まれます。

私たちはお客さまの“夢”の実現に向かって、学び・考え・行動し続ける「お役に立

てるベストパートナー」を目指しております。

埼 玉 東 地 域

政令指定都市さいたま市を核に、中山道・東京外環自動車道や東日本の交通の要衝

となる大宮駅など、交通利便性の高い大消費地として、さまざまな産業・業態等が集

積する活力ある地域です。

さらに、数多くの駅前周辺再開発事業や土地区画整理事業等の大型プロジェクト

が牽引役となり、県内外からの人口・商業の集積が進んでいます。

「まごころのこもった対応」と「クイックレスポンス」に努め、「好感度Ｎo.１銀行」を

目指し、お客さまとの共感・感動を求めてまいります。

埼 玉 中 央 地 域
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＞＞地域のお客さまからのご預金等の状況
●預金

平成１７年３月期の預金残高は、８兆６,６６４億円（平成１６年３月期比３５０

億円の増加）であり、そのうち県内のお客さまからお預りしているご

預金の残高は、８兆５,３３６億円と全体の９８.５％を占めております。

埼玉県内の預金残高における当社シェア（国内銀行 銀行勘定ベー

ス）は、約４割となっております。

●個人預り資産

ペイオフ全面解禁等に伴い、お客さまの資産運用に関するニーズは

多様化・高度化しており、こうしたご要望にお応えするため、当社では

取扱商品の拡充やライフステージに応じた適切なアドバイスの実施

に努めております。また、投資信託の運用状況をはじめとする各種情

報のご提供など、サービスの充実にも積極的に取り組んでおります。

その結果、平成１７年３月末の個人預り金融資産残高（預金を除く）

は、５,８５１億円（投資信託４,０２５億円、公共債１,２０１億円、個人年金保険

６２５億円）と、平成１６年３月末に比べ１０５％の増加となりました。

投資信託では、ご好評の毎月分配型ファンドやリスク限定型ファン

ド、日本株ファンドに加え、銀行業界初の女性向け投資信託「Ｌｏｖｅ

Ｍｅ！」や、国内初のＣＳＲ（企業の社会的責任）ファンド｢誠実の杜｣な

ど、お客さまの多様なニーズにお応えする多種多様なファンドを揃え

ております。

年金保険についても、変額個人年金保険を６商品、定額個人年金保

険を３商品取り扱い、お客さまの豊かなセカンドライフの実現にお役

に立てるよう、品揃えの充実を図っております。

また、お客さまの大切な財産に関する高度なご相談等にも適切に

お応えするため、資産運用管理の専門家として「ファイナンシャルプラ

ンナー」を県内１１カ所の個人資産相談センターに配置するほか、投資

信託等の投資商品による資金運用の身近なアドバイザーとして、「資

金運用コンサルタント」や「資金運用パートナー」を各営業店に配置し

ております。さらに、第一線で活躍する外部専門家等を招いての「資

産運用セミナー」を各地で開催し、多くのお客さまからご好評をいた

だいております。

●県内預金シェア 埼玉りそな銀行
県内シェア

３９.７％

その他県内金融機関
６０.３％

９０,０００ 

０ 

平成１６年９月末 平成１７年３月末 

８０,０００ 

８５,０００ 

●預金残高 （単位：億円）

埼玉県：総預金残高
２１兆４,７６６億円

８兆５,９５６億円

県内預金残高
８兆４,９４３億円

県内比率
９８.８％

８兆６,６６４億円

県内預金残高
８兆５,３３６億円

県内比率
９８.５％

６,０００ 

０ 

平成１６年３月末 平成１７年３月末 

１,５００ 

３,０００ 

４,５００ 

●個人預り金融資産残高（預金を除く）（単位：億円）

２,８４８億円

５,８５１億円

１９１億円
４１４億円

２,２４２億円

個人年金保険
６２５億円

公共債
１,２０１億円

投資信託
４,０２５億円
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●その他の資産運用サービスへの取り組み

証券仲介業務の開始

平成１６年１２月より、一部の店舗にて野村證券株式会社を委託証券会社とした証券仲介業務を開始しました。これ

により、従来の公共債や投資信託といった投資商品に加え、業界トップ企業の野村證券株式会社が持つ優れた証券

サービスと証券取引の利便性を、より多くのお客さまにご提供できる体制としております。

遺言信託・遺産整理業務に係る代理店業務の開始

信託業法の改正を受け、平成１７年３月から、りそな銀行の代理店として遺言信託・遺産整理業務を開始しました。相

続に係る遺言書の作成や相続発生後の手続代行など、専門スタッフによりお客さまのご相談に的確かつきめ細か

くお応えしております。

偽造キャッシュカード対策

当社では、偽造キャッシュカードへの対応として、全ＡＴＭに覗き見防止

フィルターや後方確認用ミラーを設置したほか、１日当たりの現金支払限度

額ならびに１回当たりの振込限度額を５００万円から２００万円に一律引き下

げました。また、お客さまご自身でＡＴＭの支払いを停止・停止解除できる

サービスやお客さまが任意にご利用限度額を設定できるサービス、そして

ＩＣキャッシュカードの発行を、平成１８年３月を目処にご提供する予定です。

被害者の方への補償につきましては、当社内の一定の基準に則した調査

を行い、被害者の方にお話をうかがったうえで、お客さまの責に帰すべき事由がないと判断・確認できた場合には

補償をさせていただきます。

お客さまが安心してキャッシュカードをご利用いただけるよう、引き続き偽造キャッシュカード対策に取り組ん

でまいります。

地方公共団体との関係

当社は、埼玉県および県内８５市町村のうち８２の市町村から、地域を代表する金融機関として指定金融機関を受託

しており、税金などの公金取扱業務を通じて地域の皆さまに広くご利用いただいております。

また、埼玉県など地方公共団体等へのご融資をはじめ、埼玉県やさいたま市の公募債の代表幹事を務め、地方

債の引受けを行うなど、地域金融の中心的な役割を担っております。

引き続き、地方公共団体等への安定的かつ円滑な資金供給を通じて、学校・病院・公園・道路などの公共施設の

整備や住宅地の造成など、住みよい街づくりと地域経済社会の発展に積極的に寄与してまいります。
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＞＞地域のお客さまへのご融資の状況
●貸出金

平成１７年３月期の貸出金残高は、５兆３,２２３億円（平成１６年３月期比

３,４２０億円の増加）となりました。そのうち県内貸出金残高は、５兆

１,６６９億円と全体の９７.１％を占めております。

埼玉県内の貸出金における当社シェア（国内銀行 銀行勘定ベース）

は、約４割となっております。

また、中小企業等貸出金残高は４兆５,７５１億円、うち県内貸出金残高

は４兆５,４５６億円と全体の９９.４％を占めております。なお、平成１７年

３月期の貸出先数は３２３,３２５先、うち県内貸出先数は３２３,２２２先と全

体の９９.９％となっております。

●中小企業のお客さまへの取り組み

当社は、県内企業のお客さまの資金ニーズに積極的かつスピーディに

お応えするため、営業体制、商品およびソリューション機能の強化に

積極的に取り組んでおります。

ビジネスローンセンターの設置

中小企業のお客さまに、きめ細かく金融サービスをご提供するため、

平成１６年４月より、融資専門チャネル「ビジネスローンセンター」を県

内１０カ所に設置し、７０名の経験豊富な金融機関ＯＢが経営者の皆さま

の良きアドバイザーとして、多様なニーズにお応えしております。なお、

平成１６年度における同センターでのご融資取り扱い実績は１,８４０件

となっております。

県内中小企業のお客さま向け融資商品の開発

当社では、代表者の個人保証を不要とするお取り扱いも可能な「保証

革命」（新規のお客さま向け）、お取引内容に応じて金利優遇が可能な

「埼玉倶楽部」（既存のお客さま向け）などの無担保・第三者保証人不

要のスコアリング商品を取り扱っております。なお、平成１６年度のスコ

アリング商品の取り扱い実績は、５,３０６件、１,２９１億円となっております。

また、平成１６年１０月より、地域の医療機関を応援する「メディカル

ファンド」や、環境保全に取り組む皆さまを応援する「埼玉りそな 環境ファンド」の取り扱いを開始しております。

ソリューション機能の強化

地域のお客さまの営業情報ニーズや経営課題等に幅広くお応えし、地域経済・産業の発展に貢献するため、ビジネ

スマッチングをはじめとするビジネス交流機会の創設や、信託等のグループ総合機能の活用、地元経済団体・外部

専門機関等との連携による各種金融ソリューション機能の強化に積極的に取り組んでおります。

●県内貸出金シェア 埼玉りそな銀行
県内シェア

４１.０％

その他県内金融機関
５９.０％

埼玉県：総貸出残高
１２兆６,１２５億円

●県内貸出金の内訳

個人
５６.９％

県内貸出金残高
５兆１,６６９億円

中小企業
３０.８％

５５,０００ 

０ 

平成１６年３月末 平成１６年９月末 平成１７年３月末 

４５,０００ 

５０,０００ 

●貸出金残高 （単位：億円）

４兆９,８０３億円

県内貸出金残高
４兆８,１８０億円

県内比率
９６.７％

５兆１,２０５億円

県内貸出金残高
４兆９,５４７億円

県内比率
９６.８％

５兆３,２２３億円

県内貸出金残高
５兆１,６６９億円

県内比率
９７.１％

その他
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●個人のお客さまへの取り組み

県内のお客さまの住宅資金ニーズ等に積極的にお応えするため、当

社では、さまざまな商品やサービス機能の拡充に努め、その結果、平

成１７年３月末の個人ローン残高は２９,４２４億円となり、平成１６年３月末

比の２,６６２億円の大幅な増加となりました。

新型ＴＶ電話によるローン業務の取り扱い

平成１６年１２月より、お客さまとＩＰ（インターネット プロトコル）テレビ

電話を通じて専門スタッフがローン相談にお応えする取り扱いを開始

しました。

（現在、さいたま市内の３カ店で試験的に実施）

住宅ローンセンター内にキッズスペースを設置

小さなお子さまがいらっしゃるお客さまも、安心して住宅ローンのご相

談・ご契約にご来店いただけるように、平成１６年１１月に松原住宅ローン

センターに「キッズスペース」を設置しました。

県内の個人のお客さまのニーズにお応えした新商品の開発

“安心して子育てができる環境づくり”を目指す埼玉県の住宅施策をバックアップするため、平成１６年１１月より、

「埼玉の家 子育て応援!!住宅ローン」「埼玉の家 子育てゆとりのアパート・賃貸マンションローン」を取り扱ってお

ります。また、同年１２月からは、埼玉県の定める基準に適合する耐震リフォーム工事費用に対応する商品として、

「埼玉の家 耐震リフォームローン」の取り扱いを開始しております。

●業種別貸出先数 ●貸出金残高

サービス業 １.４％
製造業 １.０％
建設業 １.０％
小売業 ０.７％
その他 １.３％

サービス業 ７.３％
製造業 ６.８％

その他 １３.０％

不動産業 ７.９％
地方公共団体 ７.７％

個人 ９４.６％
個人 ５７.３％

●業種別貸出金残高・貸出先数（平成１７年３月末現在）
（単位：百万円・先）

業種別
期末残高 先　数

うち県内 うち県内

製造業 ３５９,５９５ ３３６,５６０ ３,２９９ ３,２７８

農業 ７,７６５ ７,７６５ １０９ １０９

林業 ４６９ ４６９ １ １

漁業 ０ ０ ０ ０

鉱業 ２,７４４ ２,７４４ １１ １１

建設業 １７９,８０６ １７０,００６ ３,１３０ ３,１２６

電気・ガス・熱供給・水道業 ８,４９６ ８,４９６ ４６ ４６

情報通信業 ９,８８５ ８,１７７ １７０ １６８

運輸業 １３２,５８９ ９０,００８ ７５９ ７４７

卸売業 １５２,７５７ １５２,２４３ １,６００ １,５９７

小売業 １８１,９３７ １６６,３８４ ２,１７２ ２,１６７

金融・保険業 １７,４６６ ８,０９４ ５６ ５１

不動産業 ４１８,７７５ ４０７,５６０ １,３４５ １,３３８

うち地方公社等 １３２,７１５ １３２,７１５ ４１ ４１

サービス業 ３８７,０３５ ３４６,８９０ ４,４７４ ４,４５４

地方公共団体 ４１２,１９４ ４１２,１９４ １１２ １１２

個人（住宅・消費・納税資金等） ３,０４９,０２９ ３,０４８,４０５ ３０６,０２０ ３０５,９９８

その他 １,７７８ ９７２ ２１ １９

合計 ５,３２２,３２７ ５,１６６,９７５ ３２３,３２５ ３２３,２２２

３０,０００ 

０ 

平成１６年３月末 平成１６年９月末 平成１７年３月末 

２６,０００ 

２８,０００ 

●個人ローン残高 （単位：億円）

２兆６,７６２億円

内住宅ローン残高
２兆５,９４１億円

２兆８,１４０億円

内住宅ローン残高
２兆７,３２４億円

２兆９,４２４億円

内住宅ローン残高
２兆８,５９８億円
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＞＞地域経済活性化へ向けた取り組み
地域経済の活性化の原動力である、地元中小企業の皆さまの創業・新事業への取り組みや事業再生・再構築ニー

ズを積極的に応援するため、当社では「新事業支援室」および「経営支援室」を設置し、専門スタッフによるきめ細

かなサポートを行うとともに、さまざまな機能強化やビジネスの出会いの場の創出、目利き人材の育成等に取り組

んでおります。

●創業･新事業支援への取り組み

新たな事業分野への進出や創業間もないお客さまを支援するため、「新事業支援室」では、幅広い産学官ネットワー

クを構築し、業務提携等を通じて、商品や機能の強化に努めております。

「埼玉りそなＶファンド」の取り扱い

投資と融資を組み合わせた新事業向けファンドとして、「埼玉りそなＶ

ファンド」（総額１０億円）を創設し、事業の将来性に着目して多様な資

金調達ニーズにお応えしております。平成１７年３月には同ファンドを

活用し、知的財産権担保融資や新株予約権付融資など従来の担保に

とらわれない形でのご融資を取り扱いいたしました。

「独立・開業ガイドブック」発刊

創業を目指す方、起業後間もない中小企業の皆さま等に幅広くご利用いただくことを目的に、平成１６年１１月、「独

立・開業ガイドブック」を発刊しました。また、平成１７年４月には、埼玉産業人クラブが主催する「第１回埼玉ちゃれ

んじ企業経営者表彰」に、埼玉県とともに後援機関として参画しました。

●経営改善・事業再生支援への取り組み

地元中小企業の皆さまの経営改善ニーズや事業再生等への取り組みに的確にお応えするために、「経営支援室」を

設置・強化（平成１７年３月末現在、専任担当者１０名）するとともに、同室を中心に埼玉県中小企業再生支援協議会、

大手監査法人との連携や、プリパッケージ型事業再生等の新たな再生手法の活用など、一層の機能強化や体制整

備に取り組んでおります。同室では、お客さまの経営改善計画の策定から具体施策の実行・フォローアップまで、き

め細かな経営改善相談や再生のお手伝いを行っております。

埼玉企業リバイバルファンドの組成・活用

平成１５年７月、国内初の地域限定再生ファンド「埼玉企業リバイ

バルファンド」を組成し、お客さまのコア事業への集約や財務・

経営面の事業再構築等による早期事業再生を積極的に支援して

おります。

再生ノウハウの強化

当社では、外部専門家等を講師とした当社独自の「企業再生支援人材育成研修」を創設し、事例活用による実践力

強化、当社ノウハウと外部専門知識の融合によるスキル向上に努め、常にお客さまの再生に向けたニーズに的確

にお応えできるよう、人材の育成・強化を図っております。
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＞＞地域貢献活動

●埼玉大学との包括提携による産学連携の
強化

平成１６年９月、地域経済のさらなる発展を目的に、埼玉大学

と包括協定を締結しました。これまで以上に相互の連携を

強め、産学官協働による産業育成・支援に積極的に取り組ん

でおります。

●「彩の国・埼玉りそな銀行 埼玉文学賞」へ
の協賛

当社は、文学を志す地元の皆さまを応援するため、平成６年

度より、埼玉新聞社主催の「彩の国・埼玉りそな銀行埼玉文学

賞」に協賛しております。

●埼玉県内のＰＦＩ事業への支援

地域の社会基盤の拡充と経済・産業の活性化に貢献すべく、

埼玉県内のＰＦＩ事業※への支援を積極的に推進しております。

平成１６年７月には「越谷広域斎場整備等事業」の主幹事を受

託、ご融資を実施いたしました。

今後も、地元埼玉県内のＰＦＩ事業を活用した公共サービ

スの充実や雇用機会の拡大等に積極的に取り組んでまいり

ます。

※ＰＦＩ事業（ＰｒｉｖａｔｅＦｉｎａｎｃｅＩｎｉｔｉａｔｉｖｅ）は、公共施設等の整備・運営を民間主導で行い、効率的かつ効果的に公共サービスを提供するものです。

●県のマスコット「コバトン」をキャッシュカード、通帳ケース・デザインに採用

平成１７年７月より、埼玉県のマスコット「コバトン」※をデザ

インとしたキャッシュカードと通帳ケースの取り扱いを開始

いたしました。

これからも、地元の皆さまのご要望にお応えするととも

に、地域金融機関として埼玉県の魅力ＰＲのお役に立ちたい

と考えております。

※コバトンは、県民の鳥「シラコバト」をモチーフに、彩の国まごころ国体のマ

スコットとして誕生し、平成１７年１月より県のマスコットに決定されました。

埼玉大学 田隅学長（左）と当社 利根社長
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内部監査とは、業務運営・管理の適切性および有効性等を検証・評価し、改善に向けた提言等を行うことをいいます。

当社では、営業店や本部各部の業務執行状況について自ら客観的かつ公平な監査を実施するために、内部監査

部を設置し、業務運営の健全性の維持・向上に努めております。

具体的には、取締役会の指揮のもとに、内部監査に関する重要事項を協議・決定する「監査会議」を設置し、同会

議の傘下に業務執行部門とは独立した部署として「内部監査部」を置くなど、監査の独立性・実効性を十分に確保

した体制としております。

内部監査は、すべての部署、すべての業務を対象に策定する「内部監査基本計画」に基づき、リスクの種類・程度

に応じて実施しております。市場取引やシステム等の高度な専門性が求められる分野では、専門性の高い監査員

を配置し監査を行っております。

内部監査の結果は、定期的に取締役会等に報告しております。また、内部監査を通じて発見された課題や問題点

は、内部監査部から所管部署へ改善提案、改善勧告を行い、モニタリングやフォローアップ等により、改善状況を

フォローしております。

内部監査体制について

コーポレート・ガバナンス体制について

当社は、取締役会にて経営の重要事項を決定するとともに、取締役および執行役員の業務執行を監督しております。

取締役会は、業務執行の重要事項を協議・決定する「経営会議」「融資会議」を傘下に置き、意思決定のスピードの向

上を図るとともに、「監査会議」を置き、業務執行に対する牽制と監督が十分に働く体制を構築しております。

また、当社では監査役会を設置し、経営に対する強固な監視・監督機能を確保しております。

さらに、取締役会、監査役会ともに、社外取締役、社外監査役を構成員とすることにより、経営の透明性を確保

すると同時に、幅広い見地から活発な議論を行い、議事の活性化を図っております。

加えて、当社はグループの一員として「グループ経営管理規程」等に基づき、りそなホールディングスの経営管理

を受けることで、グループ一体となった企業価値の向上と透明性の高い経営を目指して取り組んでおります。

●コーポレート・ガバナンス体制

埼玉りそな銀行

業務執行部門

取締役会

経営会議 融資会議 監査会議

業務監査部門

監査役会

株主総会

協議
報告

指導
管理

監査

監査

持
株
会
社

（
り
そ
な
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
）

報告
委任
牽制
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コンプライアンス体制について

●コンプライアンス統括部の設置

当社は、「コンプライアンスのできた企業でありつづけること」を最も重要な課題として、企業倫理の向上に取り組

んでおります。平成１７年４月には、コンプライアンスをより徹底するため、リスク統括部コンプライアンス室を独

立させ、コンプライアンス統括部を設置しました。コンプライアンス統括部では、情報管理の統括などを含め、コ

ンプライアンスにかかわる事項を一元的に管理・統括しております。

●コンプライアンス運営体制

当社では、すべての営業店・本部にコンプライアンス責任者を配置し、コンプライアンスに関する勉強会の実施や、

日常的な業務の運営状況の確認を通して、コンプライアンスの徹底に取り組んでおります。本部においては、各部

署が社内規程やマニュアルの整備、社員研修等により、担当業務に関するコンプライアンスを徹底し、さらに新し

い商品・サービスの取扱開始などリスクの高い事項については、コンプライアンス統括部が事前にチェックを行っ

ております。また、コンプライアンスにかかわる社内横断的な協議機関としてコンプライアンス委員会を設置する

など、コンプライアンス統括部と各部署が連携し、一丸となってコンプライアンスの実践にあたっております。

グループ全体としての統一性・整合性を保つため、グループ共通の方針・施策等に関してりそなホールディング

スから指示を受けるほか、当社より協議・報告を行うとともに、また横断的な協議機関としてグループ・コンプライ

アンス委員会を設置し、グループ全体のコンプライアンスにかかわる問題について検討を行い、グループ一体と

なってコンプライアンス体制の整備・強化に努めております。

●コンプライアンス運営体制

統括報告

グループ・コンプライアンス委員会

埼玉りそな銀行

取 締 役 会 監 査 役 会

コンプライアンス委員会

地域本部・営業店

コンプライアンス統括部 本　部

・コンプライアンスにかかわるグループ横断的な協議機関

・コンプライアンスにかかわる基本方針および
コンプライアンス・プログラムの策定

・コンプライアンスにかかわる社内横断的な協議機関

りそなホールディングス

コンプライアンス統括部

取 締 役 会 監 査 委 員

・グループのコンプライアンスに関する統括
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●規範体系

当社では、役員・従業員が目指す方向、持つべき価値観を示した

「りそなグループ経営理念」、お客さまや株主など、当社とかかわり

を持つ人 （々ステークホルダー）に対する基本姿勢を表した「りそ

なＷＡＹ（りそなグループ行動宣言）」、さらに「経営理念」「りそな

ＷＡＹ」を役員・従業員の具体的行動レベルで明文化した「りそな

ＳＴＡＮＤＡＲＤ（りそなグループ行動指針）」を冊子にまとめ、従業

員に配布するとともに、研修や勉強会等で浸透を図っております。

また、経営理念などに基づき、コンプライアンスに取り組むにあ

たっての基本的な枠組みを明確にした「コンプライアンス基本方針」と、コンプライアンス実現のための手引きと

して、コンプライアンス体制や守るべき法令・規則を解説した「コンプライアンス・マニュアル」を制定しております。

●コンプライアンス・プログラム

当社では、コンプライアンスを実現するための実践計画である「コンプライアンス・プログラム」を策定し、計画的

にプログラムの実現に取り組んでおります。またコンプライアンス統括部は、策定したコンプライアンス・プログ

ラムの進捗および達成状況について取りまとめ、定期的に取締役会に報告しております。

経営理念 りそなWAY

りそな
STANDARD

各ステークホルダーへの
姿勢として具体化

役員・従業員の
行動として明文化

情報管理への取り組み

当社は、お客さまの大切な情報を財産とともにお預かりするものとして、情報管理を経営の最重要課題のひとつ

と考えております。

これまで、関連する社内規程の整備や情報へのアクセスの制限、お客さまに関する資料の持出禁止など、さま

ざまな情報管理体制の整備を行ってまいりましたが、情報漏えいを防ぐ決め手は従業員一人ひとりへの情報管理

の意識の浸透であるとの考えから、情報の取り扱いに関する従業員研修に力を注いでおります。加えて、経営陣が

機会あるごとにお客さまの情報の重要性を説くほか、各種コンプライアンス研修で情報管理に関する講義を行っ

ております。また、「りそなＳＴＡＮＤＡＲＤ」でも、守秘義務や情報管理の重要性について、繰り返し強調しております。

平成１７年４月には「個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）」が全面的に施行され、お客さまからの情報

開示のご請求への対応や、個人情報の利用目的の公表・明示など、法律の定める手続きを導入いたしました。利

用目的や各種請求の手続き、その他当社での個人情報の取り扱いについては、個人情報保護に向けた従業員一同

の決意である「個人情報保護宣言」とともに、当社のホームページや店頭に備え置いてある小冊子「個人情報の取

扱いについて」などで公表しておりますので、ぜひ一度ご覧ください。

法律の施行とともに、情報の保護に対する社会の関心も一層高まっております。情報漏えいなどが発生すれば、

お客さまにご迷惑をお掛けするとともに、企業としての信用を失い、有形、無形の損失が発生します。情報の保護

への取り組みは、お客さまからの信頼の確保や企業価値の長期的な維持・拡大の前提であり、今後も引き続き情

報管理の強化に努めてまいります。
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リスク管理体制について

●リスク管理の基本的な考え方について

銀行業務の多様化や金融技術の革新により、銀行が管理すべきリスクは年々複雑化してきており、リスクを個別に

管理するだけでは十分とはいえません。このため、当社リスク管理の基本的な考え方は、業務に付随するリスクを

分別して個別に管理するとともに、一元的に把握・管理を行うことにより、リスク総量を経営体力の範囲内に抑え、

適切なリスクコントロールにより収益の最大化を図る、総合的なリスク管理体制を構築することにあります。

当社では、グループのリスク管理方針に則り「リスク管理の基本方針」を制定し、リスクの種類に応じてリスク管理

部署を設置するとともに、リスク管理部署を統括するためのリスク統括部署を設置して、一元的に銀行全体のリス

クの状況を把握・管理する体制を敷いております。さらに、経営層をメンバーにした各リスク管理委員会・会議等に

おける組織横断的な協議を通じて、内部統制の強化に努めております。

具体的には、バリューアットリスク（ＶａＲ）などの統一的な尺度を用いて各種リスクを数値化して把握すると同時

に、リスクに応じてどれだけの収益を上げているかを把握することにより、リスクをより効率的に配分すべく、管理

の高度化を進めております。また、新規業務の開始、新商品の導入時を総合的なリスク評価の機会ととらえ、リス

ク統括部署が各リスク管理部署と連携して業務プロセスの構築に関与することで、定性面からもリスクの削減に努

めております。

管理対象リスク リスクの定義

●リスクの種類とその管理部署

与信先の財務状況の悪化等から、資産の価値が減少ないし消失することにより損失を被るリスク信用リスク

リ
ス
ク
統
括
部
署（
リ
ス
ク
統
括
部
）

経営によるリスク管理
リスク統括部署
リスク管理部署

●融資企画部

長短金利、債券・株式、外国為替等の相場変動から保有資産の価値が変動すること、および資産・負債間の金
利約定期間・時点、基準金利の違いから金利が変動することにより損失を被るリスク。また、市場の混乱等によ
り取引ができなかったり、通常より著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク
（市場流動性リスク）は市場リスクに含めます。

市場リスク

財務内容の悪化等により必要な資金が確保できなくなり、資金繰りがつかなくなる場合や、資金の確保に通常
よりも著しく高い金利の支払いを余儀なくされることにより損失を被るリスク流動性リスク

内部プロセス・人・システムが不適切あるいは機能しないこと、または外的要因により生ずる損失に関するリス
ク（以下の事務・システム・法務リスクを含む広義の概念）オペレーショナルリスク

役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより損失を被るリスク

コンピュータシステムのダウンまたは誤作動等、システムの不備等に伴い損失を被るリスク、さらにコンピュー
タが不正に使用されることにより損失を被るリスク

事務リスク

法令や契約に違反すること、不適切な契約を締結すること、その他法的原因により損失を被るリスク

システムリスク

法務リスク

マスコミ報道、市場関係者の噂、評判、トラブル等がきっかけとなり、銀行の評判が悪化することにより損失を
被るリスクレピュテーショナルリスク

●リスク統括部

●リスク統括部

●リスク統括部

●オペレーション改革部

●オペレーション改革部

●コンプライアンス統括部

●リスク管理体制
信用リスク

市場リスク

流動性リスク

事務リスク

システムリスク

法務リスク

融資企画部

リスク統括部

リスク統括部

オペレーション改革部

コンプライアンス統括部

オペレーション改革部

災害外部犯罪 等 オペレーション改革部

本

部

各
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・
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業
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等

経営会議

融資会議

監査役会

監査会議

内部監査部

取締役会

レピュテーショナル
リスク 経営管理部

リ

ス
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部

●経営管理部
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●信用リスク管理

信用リスクとは、取引先の財務状況の悪化などにより、貸出金等の資産の価値が減少ないしは消失し、損失を被る

リスクのことです。当社では、資産の健全性確保を経営の最重要課題の１つと位置づけ、業務推進部署から独立し

た本部審査体制の整備、信用格付制度および自己査定制度による客観的な信用リスクの把握、信用リスクに見合

った適正な収益の確保、ポートフォリオ管理に基づくリスク分散などを通じて、信用リスク管理の高度化に努めて

おります。

また、信用リスク管理の基本原則等を定めたクレジットポリシーを制定し、全社員へ徹底することなどにより、信

用リスク管理のレベルアップに努めております。

●市場リスク管理

市場リスクとは、金利、為替、有価証券価格等が変動することにより損失を被るリスクのことです。一般的に市場

性取引は瞬時にして多大な損失を及ぼす可能性を内在しているとの認識のもと、当社では厳格な管理を実施して

おります。

まず、内部統制の有効性を高める組織とするため、取引実施部署(フロントオフィス)と後方事務を行う部署

（バックオフィス）を分離し、リスク管理部署(ミドルオフィス)を双方から独立して設置し、相互牽制が働く体制を整

えております。

次に、市場リスク全体の管理として、経営会議にてフロントオフィスが保有可能なリスク量（ＶａＲ）および損失額

に対して一定の限度を設定しております。また、フロントオフィスが実際に保有するリスク量および損益の状況に

ついては、日次で担当役員に報告されるとともに、月次でＡＬＭ委員会、四半期ごとに経営会議に報告する体制を

構築しております。

●VaRの実績値

対象期間

平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日

最大値

６６百万円

最小値

５百万円

平均値

１８百万円

※「トレーディング取引」の金利関連取引および外国為替取引のリスク量の合計

［当社のVaRの定量基準］
①信頼区間 片側９９％（標準偏差の２.３３倍）
②保有期間 １０営業日
③市場データの観測期間 １年
④商品間の価格変動の相関 金利関連取引内および外国為替取引内で考慮

SA
A
B
C
D
E

●信用格付制度と自己査定、償却・引当との関係

F
G
H

I

J

K

格　付

正常先

要注意先

破綻懸念先
実質破綻先
破綻先

債務者区分

Ⅰ
（非）

分　類

予想損失率

予想損失率※

必要額を引当

償却・引当

償却・引当

Ⅱ

Ⅲ

※一部大口先については、ＤＣＦ（ディスカウント・キャッシュ・フロー）法による引当を実施しております。

Ⅳ
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●流動性リスク管理

流動性リスクとは、財務内容の悪化等により必要な資金が確保できず、資金繰りがつかなくなる場合や、資金の確

保に通常よりも著しく高い金利の支払いを余儀なくされることにより、損失を被るリスクのことです。当社では、

流動性リスクを最も重大なリスクと位置づけるとともに、資金繰り管理部署とリスク管理部署を分離し、相互牽制

による万全な管理体制を敷いております。

具体的には、当社の運用・調達構造の定期的な点検に加え、資産規模や調達能力等を勘案のうえ、資金調達に対

するガイドライン等を設定し、調達の安定化を図っております。

さらに、市場調達環境の急変などにより流動性リスクが顕在化した場合に備え、緊急度合いに応じて機動的な対

応が図れるよう、緊急時フェーズ別の対応策を定めております。

また、流動性リスクに係る状況は定期的に経営会議に報告する体制となっております。

●オペレーショナルリスク管理

オペレーショナルリスクとは、内部プロセス・人・システムが不適切あるいは機能しないこと、または外的要因から

生じる損失に関するリスクであり、事務リスク、システムリスク、法務リスク、災害・外部犯罪などから生じる損失を

含む幅広い概念です。

当社では、２００６年末よりバーゼルⅡ（新ＢＩＳ規制）が適用されることを見据え、定量面・定性面の両方の側面から

これらのリスクを統括的に把握・管理する体制を整備していくとともに、リスクの計量化を含めた管理の高度化に

積極的に取り組んでおります。

事務リスク管理

銀行業務における事務処理面での事故や不正にかかわるリスクを事務リスクといい、こうした事務リスクの軽減・

極小化に向けた適切な管理は、業務が多様化するなかでの大量かつ時限性のある事務を、正確、迅速に処理する

ことが求められている銀行にとって、欠かすことができません。

当社では、このような事務リスクの管理部署として、オペレーション改革部が事務手続きの整備やシステム面の

改善を行い、法令の遵守とともに効率的な事務運営が行えるよう事務プロセスの見直し等を実施しております。

また、内部牽制機能として本部各部および各営業店では定期的に自ら事務検証を行うほか、オペレーション改革

部は各営業店に対し、業務運営や事故防止についての検証・指導を行っております。

システムリスク管理

システムリスクとは、コンピュータシステムのダウンまたは誤作動等、システムの不備等に伴い損失を被るリスク、

さらにコンピュータが不正に使用されることにより損失を被るリスクです。当社は、システムリスクを単に技術的

な問題としてとらえるのではなく、社会的に影響を与え経営を揺るがしかねないリスクとして認識し、りそなホー

ルディングスが定めた「グループリスク管理方針」に則り、基本的な考え方・枠組みを「システムリスク管理の基本

方針」等の規程に定め、適切に管理するとともにリスクの軽減を図っております。
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具体的には、システムリスクの統括部署が管理状況をモニタリングするなどにより、リスクの顕在化の未然防止

に努めております。また、システムへの不正侵入防止策を講じるなど、情報の機密性に応じた対策を実施し、顧客

情報等の保護に努めております。

さらに、システム障害等に備えたコンティンジェンシープランを整備し、未然防止と併せて両面からシステムリ

スクの軽減に努めております。

法務リスク管理

法務リスクとは、法令や契約への違反、不適切な契約の締結、その他法律に関連した原因により損失を被るリスク

です。

当社は、法務リスクがあらゆる業務に内在することを意識し、法令・諸規程を遵守した厳正な業務運営を実施し

ております。法務リスクの管理部署であるコンプライアンス統括部は、コンプライアンス・チェック、法務に関する

指導・助言や計画的な法務研修等により、リスクの顕在化の回避と社員の遵法意識の醸成を図っております。さら

に、リスクが顕在化した事案については、影響の極小化と再発防止に努めております。

また、コンプライアンス統括部が訴訟等における法務リスクの状況を一元的に把握し、経営陣に対して定期的

に、あるいは重要な事案については随時、報告を行っております。

●レピュテーショナルリスク管理

レピュテーショナルリスク（風評リスク）は、思いがけないところから顕在化するとともに、各種リスクと連鎖し、対

応次第では予想を超えた不利益を被るおそれがあり、経営上重要なリスクと位置づけて管理しております。

レピュテーショナルリスクにつながる誤報・風説等の情報を早期に入手し、速やかに対策がとれるよう体制を整

備しております。平成１６年４月には、「風評等による危機管理規程」を制定し、風説の流布や情報漏洩等による緊急

事態・危機の発生に備えて、グループ一体となった対応体制の明確化を図りました。また、広報・ＩＲ活動を通じて、

当グループに対する社会、顧客、株主等の理解と信頼を得るとともに、リスクの顕在化の防止・リスクの極小化に

努めております。

なお、情報の不統一を防止する観点から対外的な問い合わせおよび公表窓口は、りそなホールディングスに一元

化しております。



埼
玉
り
そ
な
銀
行

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

25

財務・コーポレートデータセクション

26 平成１７年３月期の業績について

28 平成１７年３月期の不良債権処理について

30 単体財務諸表

36 主要な業務の状況を示す指標（単体情報）

42 預金に関する指標（単体情報）

43 貸出金に関する指標（単体情報）

46 有価証券に関する指標（単体情報）

47 為替業務及び社債受託に関する指標（単体情報）

48 付帯業務に関する指標（単体情報）

48 経営諸比率の状況（単体情報）

49 従業員の状況

49 大株主の状況

50 自己資本比率の状況

50 有価証券の時価等情報

52 デリバティブ取引情報

54 決算公告（写）

55 国内ネットワーク

59 本部組織図

60 埼玉りそな銀行の概要

61 銀行法施行規則等による開示項目（埼玉りそな銀行）

CONTENTS



平成１７年３月期の業績について

埼
玉
り
そ
な
銀
行

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

26

決算の概況

平成１７年３月期は、地域に密着した営業体制をさらに強化し、お客さまのニーズに積極的にお応えした結果、実勢

業務純益（一般貸倒引当金繰入額を除いた業務純益）は、開業以来の拡大基調を継続し、前期比１２１億円増加の５２０

億円となりました。

加えて、不良債権処理額の減少等により、経常利益は前期比３２６億円増加の４２９億円、当期純利益は前期比１８１億

円増加の２２３億円となりました。

また、財務基盤につきましても、当期末の不良債権比率は１.９６％と２％を下回る水準に低下し、国内銀行トップレ

ベルの健全性をさらに向上させております。有価証券の含み損益も引き続き含み益を確保しております。

なお、当期末の単体自己資本比率は８.２９％と８％を上回り、国内基準行として十分な水準を確保しております。

●業務粗利益

業務粗利益は、貸出金が大幅に増加するとともに、投資信託や保険の販売が好調に推移したため、前期比１１５億円

増加の１,２３９億円となりました。

●経費（臨時費用を除く）

経費は、物件費の削減努力などにより、前期比６億円減少の７１８億円となりました。

●業務純益

以上の結果、業務純益は、前期比１８５億円増加の５４４億円となりました。また、一般貸倒引当金繰入額を除いた実勢

業務純益は、前期比１２１億円増加の５２０億円となりました。

●臨時損益・特別損益

臨時損益は、△１１５億円となりました。

この結果、経常利益は４２９億円となりました。

特別損益につきましては、動産不動産処分損益△２３億円などにより、△１７億円となりました。

一般貸倒引当金繰入額や特別損益中の与信費用戻入額を加味した不良債権処理総額は、前年度の財務改革断行

によるポートフォリオの改善、企業再生支援によるランクアップ等もあり、前期比１４５億円減少の１３９億円となりま

した。

●当期純利益

以上により、当期純利益は２２３億円となりました。

なお、繰延税金資産につきましては、回収可能性を十分検証のうえ計上しております。
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■利益総括表 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
資金利益 ９７,２３０ １０５,９９０
役務取引等利益 １３,８５０ １６,８８９
その他業務利益 １,３４３ １,０５７

業務粗利益 １１２,４２４ １２３,９３７
経費（除く臨時経費）（△） ７２,５４２ ７１,８７５
経費率 ６４.５％ ５７.９％

実勢業務純益（一般貸倒引当金繰入前） ３９,８８２ ５２,０６１
一般貸倒引当金繰入額（△） ３,８９８ △２,４２３

業務純益 ３５,９８４ ５４,４８４
臨時損益 △２５,６５６ △１１,５１４
うち株式等関係損益 １,９２１ ４９３
うち不良債権処理額（△） ２４,６１６ １７,２０４

経常利益 １０,３２７ ４２,９７０
特別損益 △２,６８２ △１,７４０
税引前当期純利益 ７,６４５ ４１,２３０
法人税、住民税及び事業税（△） １４４ １６５
法人税等調整額（△） ３,３２０ １８,７３０
当期純利益 ４,１８１ ２２,３３４

■国内業務部門利鞘 （単位：％）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
資金運用利回 （Ａ） １.２６ １.２８
貸出金利回 （Ｃ） ２.１７ ２.０７
有価証券利回 ０.４８ ０.６３

資金調達原価 （Ｂ） ０.９３ ０.８７
預金債券等利回 （Ｄ） ０.１１ ０.０８
外部負債利回 ０.６３ ０.５９

総資金利鞘 （Ａ）－（Ｂ） ０.３３ ０.４１
預貸金利回差 （Ｃ）－（Ｄ） ２.０６ １.９９

■自己資本比率（国内基準） （単位：億円）

平成１６年３月末 平成１７年３月末
単体自己資本比率 ７.６５％ ８.２９％
Ｔｉｅｒ１比率 ３.８９％ ４.６０％
自己資本 ３,０４３ ３,５７６
Ｔｉｅｒ１ １,５４９ １,９８６
Ｔｉｅｒ２ １,４９３ １,５８９
控除項目

リスクアセット ３９,７５１ ４３,１３９
－－

■キャッシュ・フローの概要 （単位：億円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー ４,５９５ △２,３０３
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー △５,９６９ １８５
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー △１６ ４８１
Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 ０ ０
Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 △１,３９１ △１,６３６
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 ６,００４ ４,６１３
Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ４,６１３ ２,９７７

■業績の概要 （単位：億円）

平成１６年３月末 平成１７年３月末
預金残高 ８６,３１４ ８６,６６４
譲渡性預金残高 １５８ ８１４
貸出金残高 ４９,８０３ ５３,２２３
有価証券残高 １１,６２６ １１,２０８
純資産額 １,７１１ ２,４２４
１株当たり純資産額（円） ５７,０５０.６１ ６３,７９４.６５
総資産額 ９４,３０４ ９４,９７９
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■不良債権処理の内訳 （単位：億円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
不良債権処理額（Ａ） ２４６ １７２

貸出金償却 ７４ １１０

個別貸倒引当金純繰入額 １３７ ５７

債権売却損失引当金繰入額

債権放棄

買取機構宛債権売却損

特定海外債権引当勘定繰入額

その他債権売却損等 ３４ ４

一般貸倒引当金繰入額（Ｂ） ３８ △２４

特別損益中の与信費用戻入額（Ｃ） △７

償却債権取立益 △７

合計（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ） ２８５ １３９
（注）平成１７年３月期より、特別利益に計上した償却債権取立益を含めて記載しております。

－

－

－－

－－

－－

－－

■金融再生法基準による開示債権の状況 （単位：億円）

平成１６年３月末 平成１７年３月末
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 １８９ １２４

危険債権 ６０７ ４４３

要管理債権 ７３３ ４９３

小計 １,５３０ １,０６２

正常債権 ４９,０５３ ５３,０００

合計 ５０,５８３ ５４,０６３

■引当の状況 （単位：億円）

平成１６年３月末 平成１７年３月末
貸倒引当金 ４５１ ３６１

一般貸倒引当金 ２４３ ２１９

個別貸倒引当金 ２０７ １４１

特定海外債権引当勘定繰入額

特定債務者支援引当金

債権売却損失引当金

債権償却準備金 －－

－－

－－

－－

■リスク管理債権の状況 （単位：億円）

平成１６年３月末 平成１７年３月末
破綻先債権 ３６ ２４

延滞債権 ７５６ ５４０

３カ月以上延滞債権 １００ ６０

貸出条件緩和債権 ６３３ ４３３

リスク管理債権合計 １,５２７ １,０５８
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■危険債権以下（オフバランス化対象）の債権残高 （単位：億円）

平成１４年度 平成１５年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１６年度
下期末 上期末 下期末 上期末 下期末

平成１２年度上期以前発生分 ２２１ １５５ １２２ ７２ ４２

破産更生等債権 １４８ １０１ ７９ ４３ ２３

危険債権 ７２ ５４ ４３ ２８ １８

平成１２年度下期発生分 ９６ ６７ ５８ ４５ ３０

破産更生等債権 ２７ ２５ ２３ ２２ １０

危険債権 ６８ ４２ ３５ ２３ ２０

平成１３年度上期発生分 ８４ ３７ ２１ １５ １４

破産更生等債権 ９ １４ ４ １ １

危険債権 ７４ ２２ １６ １３ １３

平成１３年度下期発生分 １４５ １００ ７６ ６０ ２６

破産更生等債権 ４２ ３５ １７ ８ ８

危険債権 １０２ ６５ ５９ ５１ １７

平成１４年度上期発生分 ４９ ４３ ３１ ２５ １７

破産更生等債権 １０ １１ １３ ７ １

危険債権 ３９ ３２ １７ １７ １５

平成１４年度下期発生分 ３１０ ２０２ １３３ １０６ ７０

破産更生等債権 ５６ ４５ ２０ １３ ９

危険債権 ２５４ １５６ １１２ ９３ ６１

平成１５年度上期発生分 ２５６ １８４ １１３ ７１

破産更生等債権 １９ １３ ９ １３

危険債権 ２３７ １７０ １０４ ５８

平成１５年度下期発生分 １６９ ８７ ６３

破産更生等債権 １７ ４ ５

危険債権 １５１ ８２ ５７

平成１６年度上期発生分 １９１ ８９

破産更生等債権 ２９ ２７

危険債権 １６１ ６２

平成１６年度下期発生分 １４２

破産更生等債権 ２２

危険債権 １１９

合計 ９０７ ８６３ ７９６ ７１８ ５６８

■債務者区分および債権区分の定義
自己査定の債務者区分 償却および引当の概要（銀行勘定）

正常先

要注意先

要注意先

（要管理先）

破綻懸念先

実質破綻先

破綻先

金融再生法による債権区分 各債権の内容

正常債権

要管理債権

危険債権 破綻懸念先に対する債権

破産更生債権及び
実質破綻先に対する債権および破綻先に対する債権

これらに準ずる債権

平均残存期間を勘案して算出された適正な貸倒実績率に、将来見込み等必要な修正
を加えた予想損失率に基づき、今後１年分の予想損失額を一般貸倒引当金として計上
しています。

平均残存期間を勘案して算出された適正な貸倒実績率に、将来見込み等必要な修正
を加えた予想損失率に基づき、今後３年分の予想損失額を一般貸倒引当金として計上
しています。
また、大口債務者については、個別債務者ごとの将来のキャッシュ・フロー見積額に
基づき所要貸倒引当金を算定するＤＣＦ法も採用し一般貸倒引当金として計上してい
ます。

債権金額から担保および保証による回収見込額を控除した残額に対し、個別債務者
ごとに合理的に見積もられた回収可能な部分を除いた金額、または過去の貸倒実績
率に将来見込み等必要な修正を加味した予想損失率に基づく今後３年分の予想損失
額を個別貸倒引当金として計上しています。

債権金額から担保および保証による回収見込額を控除した残額を個別債権ごとに償
却するか、個別貸倒引当金を計上しています。

正常先に対する債権および要注意先に対する債権のうち要管理債権に該当する債権
以外の債権

要注意先に対する債権のうちの「３カ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」に
該当する貸出債権
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銀行法第２０条第１項の規定により作成した書類については、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律（昭和４９年法律第２２号）
による会計監査人の監査を受けております。なお、連結財務諸表は作成しておりません。

■貸借対照表 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
（平成１６年３月３１日現在） （平成１７年３月３１日現在）

資産の部

現金預け金 ４６２,７８６ ２９９,３２０

現　金 １２７,８７２ １２８,８０６

預け金 ３３４,９１４ １７０,５１４

コールローン ２,５３７,２２３ ２,４７５,７４９

買入手形※６ １０３,２００ ２５,７００

買入金銭債権 １,５００ ６９,４２７

商品有価証券※６ ５,２７７ １９,１２９

商品国債 １７７ ４,０７３

商品地方債 １００ ４５９

その他の商品有価証券 ４,９９９ １４,５９６

有価証券※６ １,１６２,６２５ １,１２０,８５１

国　債 ７６６,７８１ ５４６,９８８

地方債 ９７,０８６ １２８,５００

社　債 １６７,８０９ ２６３,２２１

株　式 １２３,４９４ １３９,０２４

その他の証券 ７,４５１ ４３,１１７

貸出金※１、２、３、４、６、７ ４,９８０,３０７ ５,３２２,３２７

割引手形※５ ４４,４３１ ３９,８６６

手形貸付 ２５９,１４６ ２５９,８４３

証書貸付 ４,３４０,１８９ ４,６５３,２２８

当座貸越 ３３６,５４０ ３６９,３８８

外国為替 １９,２４４ １３,３３５

外国他店預け １８,６８３ １２,９２２

買入外国為替※５ ２７８ ２２９

取立外国為替 ２８２ １８３

その他資産 ４６,１６７ ５２,９７６

未決済為替貸 ７ ２

前払費用 １,８４０ １,６８６

未収収益 ８,５０２ ９,６５２

先物取引差入証拠金 １ １８４

先物取引差金勘定 １ ４７７

金融派生商品 ３,８３１ ４,５６５

繰延ヘッジ損失※８ １,０６５ １,３６１

その他の資産 ３０,９１６ ３５,０４５

動産不動産※９、１０ ７２,４８４ ６５,９２４

土地建物動産 ６５,６９０ ５９,４６４

建設仮払金 １７５

保証金権利金 ６,７９３ ６,２８４

繰延税金資産 ３０,８８１ ３,５４５

支払承諾見返 ５３,８９９ ６５,８４５

貸倒引当金 △４５,１７５ △３６,１７０

資産の部合計 ９,４３０,４２２ ９,４９７,９６２

－
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（単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
（平成１６年３月３１日現在） （平成１７年３月３１日現在）

負債及び資本の部

預金※６ ８,６３１,４２５ ８,６６６,４１１

当座預金 １９６,９４３ ２２８,２６７

普通預金 ４,３９２,２８１ ４,４６８,０２５

貯蓄預金 ２０７,１１２ ２０１,９１０

通知預金 １０,９３７ ９,２３９

定期預金 ３,６６８,３４３ ３,５２０,９０２

その他の預金 １５５,８０７ ２３８,０６６

譲渡性預金 １５,８９０ ８１,４４０

コールマネー※６ １５０,２５７ ５０,０７１

売現先勘定※６ ５,９９９

債券貸借取引受入担保金 ６６,７８６

売渡手形 １６６,６００ ２０４,１００

借用金 １２５,００２ １３７,０００

借入金※１２ １２５,００２ １３７,０００

外国為替 ４８１ ２７２

売渡外国為替 ３４１ ２０４

未払外国為替 １４０ ６７

その他負債 ４８,９２６ ４４,４０１

未決済為替借 ２１７ ４１

未払法人税等 ９５ ８６０

未払費用 １５,３１２ １６,３７１

前受収益 ２,５３７ ２,７０５

先物取引差金勘定 ９

金融派生商品 ３,４３５ ５,８９９

その他の負債 ２７,３２８ １８,５１４

支払承諾 ５３,８９９ ６５,８４５

負債の部合計 ９,２５９,２７０ ９,２５５,５４３

資本金※１３ ５０,０００ ７０,０００

資本剰余金 ８０,０００ １００,０００

資本準備金 ８０,０００ １００,０００

利益剰余金 ２４,９８６ ４３,５１０

利益準備金 ２０,０１２ ２０,０１２

当期未処分利益 ４,９７３ ２３,４９８

当期純利益 ４,１８１ ２２,３３４

株式等評価差額金 １６,１６５ ２８,９０８

資本の部合計 １７１,１５１ ２４２,４１９

負債及び資本の部合計 ９,４３０,４２２ ９,４９７,９６２

－

－

－



埼
玉
り
そ
な
銀
行

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

32

■損益計算書 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで） （平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）

経常収益 １４８,６３６ １６５,７２１
資金運用収益 １０９,２３５ １１５,８６９
貸出金利息 １０２,２８４ １０５,５１８
有価証券利息配当金 ４,３６３ ７,５０６
コールローン利息 ２,１１６ ２,３０１
買入手形利息 ０ ０
預け金利息 ０ ０
その他の受入利息 ４７０ ５４１

役務取引等収益 ３０,４９０ ３３,６６１
受入為替手数料 ８,４１８ ８,４４２
その他の役務収益 ２２,０７１ ２５,２１８

その他業務収益 ４,２８１ ６,９３１
外国為替売買益 ７７６ ７５９
商品有価証券売買益 ０ ４
国債等債券売却益 ２,５３８ ６,１６７
金融派生商品収益 ９６５
その他の業務収益 ０ ０

その他経常収益 ４,６２８ ９,２５８
株式等売却益 ２,１２１ ６８０
その他の経常収益※３ ２,５０７ ８,５７８

経常費用 １３８,３０８ １２２,７５０
資金調達費用 １２,００４ ９,８７８
預金利息 ９,６９３ ７,４０３
譲渡性預金利息 ６ ３１
コールマネー利息 ２８ ９
売現先利息 ０
債券貸借取引支払利息 ３１ ３０
売渡手形利息 ６ ３
借用金利息 １,９８２ ２,００７
金利スワップ支払利息 ２５５ ３９２
その他の支払利息 ０ ０

役務取引等費用 １６,６３９ １６,７７１
支払為替手数料 １,４７０ １,５３６
その他の役務費用 １５,１６８ １５,２３５

その他業務費用 ２,９３８ ５,８７４
国債等債券売却損 ２,９３８ ４,５０５
金融派生商品費用 １,３６９

営業経費 ７４,５４３ ７２,５１６
その他経常費用 ３２,１８２ １７,７０８
貸倒引当金繰入額 １７,６０５ ３,２８９
貸出金償却 ７,４１３ １１,０７７
株式等売却損 ８９ ３２
株式等償却 １１０ １５４
その他の経常費用 ６,９６３ ３,１５４

経常利益 １０,３２７ ４２,９７０
特別利益 １,２８４ ８５５
動産不動産処分益 １０６ ５５
償却債権取立益 ４ ７９９
その他の特別利益 １,１７３

特別損失 ３,９６６ ２,５９５
動産不動産処分損 ９３２ ２,４２２
減損損失 ３５８ １００
その他の特別損失 ２,６７４ ７２

税引前当期純利益 ７,６４５ ４１,２３０
法人税、住民税及び事業税 １４４ １６５
法人税等調整額 ３,３２０ １８,７３０
当期純利益 ４,１８１ ２２,３３４
前期繰越利益 ７９２ ４,９７３
中間配当額 ３,８１０
当期未処分利益 ４,９７３ ２３,４９８

－

－

－

－

－
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■キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで） （平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 ７,６４５ ４１,２３０

減価償却費 ４,４８９ ３,６８３

減損損失 ３５８ １００

貸倒引当金の増加額 １０,０４９ △９,００４

賞与引当金の増加額 △１,１６４

資金運用収益 △１０９,２３５ △１１５,８６９

資金調達費用 １２,００４ ９,８７８

有価証券関係損益（△） △１１１ △１３５

動産不動産処分損益（△） ８２５ ２,３６６

商品有価証券の純増（△）減 △４,８２４ △１３,８５２

貸出金の純増（△）減 △２６９,９４５ △３４２,０２０

預金の純増減（△） ３０,４７６ ３４,９８６

譲渡性預金の純増減（△） ２,１５０ ６５,５５０

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △８ △２

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △１６ △１７９

コールローン等の純増（△）減 ３８２,１１６ １１９,８２９

コールマネー等の純増減（△） ２８０,２４４ △５６,６８５

債券貸借取引受入担保金の純増減（△） ６６,７８６ △６６,７８６

外国為替（資産）の純増（△）減 △３,８２４ ５,９０８

外国為替（負債）の純増減（△） ２５５ △２０９

資金運用による収入 １０８,７０８ １１７,２０９

資金調達による支出 △１１,５３１ △８,８４４

その他 △４５,２７３ △１７,３１７

小　計 ４６０,１７６ △２３０,１６４

法人税等の支払額 △６６５ △２２１

営業活動によるキャッシュ・フロー ４５９,５１０ △２３０,３８５

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △２,６４７,９６２ △４,５５８,９３０

有価証券の売却による収入 ２,０４９,６９８ ４,３９２,９４８

有価証券の償還による収入 ４,６６０ １８４,５９８

動産不動産の取得による支出 △４,８８２ △２,６３２

動産不動産の売却による収入 １,５４３ ２,５５６

投資活動によるキャッシュ・フロー △５９６,９４３ １８,５３９

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付借入による収入 １２,０００

株式の発行による収入 ４０,０００

配当金の支払額 △１,６８０ △３,８１０

財務活動によるキャッシュ・フロー △１,６８０ ４８,１９０

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ８ ９

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △１３９,１０４ △１６３,６４６

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ６００,４７１ ４６１,３６７

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ４６１,３６７ ２９７,７２１

－

－

－

■利益処分計算書 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
（株主総会承認日 平成１６年６月２３日） （株主総会承認日 平成１７年６月２７日）

当期未処分利益 ４,９７３ ２３,４９８

利益処分額 １４,８２０

配当金 （１株につき３,９００円）１４,８２０

次期繰越利益 ４,９７３ ８,６７８
－

－
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重要な会計方針 （平成１７年３月期）

０１. 商品有価証券の評価基準及び評価方法
商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）に
より行っております。

０２. 有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による
償却原価法（定額法）、その他有価証券で時価のあるもののうち株式に
ついては決算日前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額、
また、それ以外については決算日の市場価格等に基づく時価法（売却
原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均
法による原価法又は償却原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により
処理しております。

０３. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

０４. 固定資産の減価償却の方法
（１）動産不動産

建物については定額法を、動産については定率法をそれぞれ採用
しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物 ８年～５０年
動　産 ２年～２０年

（２）ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法により償却しております。

０５. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付
しております。

０６. 引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準により、次のとおり
計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者
（以下「破綻先」という）に係る債権、及び法的に経営破綻の事実が
発生していないものの実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下
「実質破綻先」という）に係る債権については、以下のなお書きに記
載されている直接減額後の帳簿価額から担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を減算した残額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能
性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）及び貸
借対照表注記３.の貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が
一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受
取に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権
については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定
利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金と
する方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。
なお、破綻懸念先のうちキャッシュ・フロー見積法を適用しない債
務者に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を減算した残額のうち、債務者の支
払能力を総合的に判断して必要額を計上しております。
上記以外の債権については、合理的な方法により算出した予想損
失率等に基づく額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が
実施した資産査定を、当該部署から独立した資産監査部署が監査
し、その査定結果に基づいて、上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等につい
ては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認め
られる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接
減額しており、その金額は８７,６１８百万円であります。

（２）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末にお
ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上
しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の処理方
法は以下のとおりであります。
過去勤務債務　　　その発生年度に一括して損益処理
数理計算上の差異　各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内

の一定の年数（１０年）による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌期から損益処理

０７. リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ
ナンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理
によっております。

０８. 重要なヘッジ会計の方法
金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、
「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の
取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号。以下「業
種別監査委員会報告第２４号」という）に規定する繰延ヘッジによって
おります。
ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジにつ
いて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワッ
プ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価して
おります。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッ
ジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の
評価をしております。
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジあるいは時価ヘッジを
行っております。

０９. 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

１０. キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸借対照表上の「現
金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。

追　加　情　報 （平成１７年３月期）

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年３月法律第９号）が平
成１５年３月３１日に公布され、平成１６年４月１日以後開始する事業年度
より法人事業税に係る課税標準の一部が「付加価値額」及び「資本等
の金額」に変更されることになりました。これに伴い、「法人事業税に
おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の
取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第１２号）に基づき、「付加
価値額」及び「資本等の金額」に基づき算定された法人事業税につい
て、当期から損益計算書中の「営業経費」に含めて表示しております。

注　記　事　項 （平成１７年３月期）

貸借対照表関係
※１. 貸出金のうち、破綻先債権額は２,４６４百万円、延滞債権額は５４,０１４百

万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続
していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の
見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却
を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という）のうち、
法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイから
ホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸
出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及
び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を
猶予した貸出金以外の貸出金であります。

※２. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は６,０４９百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日
の翌日から３月以上遅延している貸出金で、破綻先債権及び延滞債権
に該当しないものであります。

※３. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４３,３４６百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ること
を目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権
放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先
債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

※４. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和
債権額の合計額は１０５,８７６百万円であります。
なお、上記１.から４.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額で
あります。

※５. 手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として
処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替
は、売却又は(再)担保という方法で自由に処分できる権利を有してお
りますが、その額面金額は４０,０９５百万円であります。

※６. 担保に供している資産は、次のとおりであります。
担保に供している資産
買入手形 ２５,７００百万円
商品有価証券 ５,９９８百万円
有価証券 ５８２,２４５百万円
貸出金 ３７,８３４百万円

担保提供資産に対応する債務
預金 ７９,０１８百万円
コールマネー ３０,０００百万円
売現先勘定 ５,９９９百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ取引等の担保あるいは先物取引
証拠金等の代用として、商品有価証券４２百万円及び有価証券１３３,４０８
百万円を差し入れております。
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※７. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客か
らの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件につ
いて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約す
る契約であります。
これらの契約に係る融資未実行残高は、１,２０３,１３０百万円であります。
このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取
消可能なものが１,１９８,１１９百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものである
ため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将来のキャッシュ・
フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに
は、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるとき
は、当社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額
をすることができる旨の条項が付けられております。
また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴
求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧
客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措
置等を講じております。

※８. ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で「繰延ヘッジ損失」とし
て計上しております。
なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は１,８８２百万円、繰延ヘッ
ジ利益の総額は５２１百万円であります。

※９. 動産不動産の減価償却累計額 ４７,２４３百万円
※１０.動産不動産の圧縮記帳額 ７,５５９百万円
※１１.支配株主に対する金銭債務総額 １００,００３百万円
※１２.借入金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付

された劣後特約付借入金であります。
※１３.会社が発行する株式の総数

普通株式 １２,０００千株
発行済株式総数
普通株式 ３,８００千株

※１４.商法施行規則第１２４条第３号に規定する時価を付したことにより増加
した純資産額は、３１,４３４百万円であります。

損益計算書関係
※１. 支配株主との取引による収益総額 ７百万円
※２. 支配株主との取引による費用総額 １,９５６百万円
※３.「その他の経常収益」には、最終取引日以降長期間異動のない預金等

に係る収益計上額７,１２６百万円を含んでおります。
最終取引日以降長期間異動のない一定の預金等については、預金勘
定から除外し別管理することとしております。従来、当該異動のない
期間等を１０年間としていましたが、預金口座の犯罪等不正利用防止
の観点などから、当期より５年間といたしました。

キャッシュ・フロー計算書関係
現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金
額との関係
平成１７年３月３１日現在
現金預け金勘定 ２９９,３２０百万円
日本銀行以外の金融機関への預け金 △１,５９９百万円
現金及び現金同等物 ２９７,７２１百万円

リース取引関係
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引

• リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相
当額

動　産 合　計
取得価額相当額 ２５百万円 ２５百万円
減価償却累計額相当額 １４百万円 １４百万円
期末残高相当額 １０百万円 １０百万円

• 未経過リース料
１年内 １年超 合　計

期末残高相当額 ５百万円 ５百万円 １０百万円
• 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 ８百万円
減価償却費相当額 ７百万円
支払利息相当額 ０百万円

• 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。

• 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額と
し、各期への配分方法については、利息法によっております。

退職給付関係
1. 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 （Ａ） △３３,５４８百万円
年金資産 （Ｂ） ３５,０１３百万円
未積立退職給付債務 （Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ） １,４６５百万円
未認識年金資産 （Ｄ） △６０８百万円
未認識数理計算上の差異 （Ｅ） １０,３０６百万円
貸借対照表計上額純額 （Ｆ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）＋（Ｅ） １１,１６３百万円
前払年金費用 （Ｇ） １１,１６３百万円
退職給付引当金 （Ｆ）－（Ｇ） ー百万円

（注）臨時に支払う割増退職金は含めておりません。

２.退職給付費用に関する事項
勤務費用 １,８１０百万円
利息費用 ６４９百万円
期待運用収益 △３４８百万円
過去勤務債務の費用処理額 △７０５百万円
数理計算上の差異の費用処理額 １,１２５百万円
退職給付費用 ２,５３２百万円
年金制度改定に伴う費用処理額 ７２百万円

計 ２,６０５百万円
（注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

３.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
（１）割引率 ２.００％
（２）期待運用収益率 ２.５０％
（３）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
（４）過去勤務債務の額の処理年数 １年（その発生年度に一括して損益

処理することとしている）
（５）数理計算上の差異の処理年数 １０年（各発生年度の従業員の平均

残存勤務期間内の一定の年数によ
る定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌年から損益処理する
こととしている）

税効果会計関係
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 ２２,５４２百万円
株式等償却否認 ９,４７５百万円
退職給付引当金 ３,９７０百万円
税務上の繰越欠損金 ２１９百万円
その他 ８,８３１百万円
繰延税金資産小計 ４５,０３９百万円
評価性引当額 １３,８２０百万円
繰延税金資産合計 ３１,２１９百万円
繰延税金負債
株式等評価差額金 △１９,５１４百万円
その他 △８,１５９百万円
繰延税金負債合計 △２７,６７４百万円
繰延税金資産の純額 ３,５４５百万円

１株当たり情報
１株当たり純資産額 ６３,７９４.６５円
１株当たり当期純利益 ７,４２８.６１円
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ー円
（注）１.潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式

がないので記載しておりません。
２.１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

当期純利益 ２２,３３４百万円
普通株主に帰属しない金額 ー百万円
普通株式に係る当期純利益 ２２,３３４百万円
普通株式の期中平均株式数 ３,００６千株
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■最近３事業年度に係る主要な経営指標等の推移 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１７年３月期

経常収益 １２,７０９ １４８,６３６ １６５,７２１

業務純益 ５,２４８ ３５,９８４ ５４,４８４

経常利益 ３,２７１ １０,３２７ ４２,９７０

当期純利益 ２,４７２ ４,１８１ ２２,３３４

資本金 ５０,０００ ５０,０００ ７０,０００

発行済株式総数（千株） ３,０００ ３,０００ ３,８００

純資産額 １５４,４６７ １７１,１５１ ２４２,４１９

総資産額 ９,０６４,０２９ ９,４３０,４２２ ９,４９７,９６２

預金残高 ８,６００,９４８ ８,６３１,４２５ ８,６６６,４１１

貸出残高 ４,７１０,３６１ ４,９８０,３０７ ５,３２２,３２７

有価証券残高 ５４４,８２８ １,１６２,６２５ １,１２０,８５１

１株当たり純資産額（円） ５１,４８９.２６ ５７,０５０.６１ ６３,７９４.６５

１株当たり配当額（円） ５６０.００ ５,１７０.００

（うち１株当たり中間配当額）（円） （－） （－） （１,２７０.００）

１株当たり当期純利益（円） ３,２０４.８６ １,３９３.６９ ７,４２８.６１

配当性向（％） ６７.９５ ８３.４１

従業員数（人） ２,９９２ ２,８１６ ２,６５７

単体自己資本比率（％） ７.７７ ７.６５ ８.２９

営業活動によるキャッシュ・フロー ４７８,１４８ ４５９,５１０ △２３０,３８５

投資活動によるキャッシュ・フロー △２４,６３０ △５９６,９４３ １８,５３９

財務活動によるキャッシュ・フロー ２５,０００ △１,６８０ ４８,１９０

現金及び現金同等物の期末残高 ６００,４７１ ４６１,３６７ ２９７,７２１

（注）１. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２.「１株当たり純資産額」「１株当たり当期純利益」（以下、「１株当たり情報」という。）の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準（企業会計基準第２号）及び
「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。

３. 従業員数は、就業人員数を記載しております。
４. 単体自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき、国内基準により算出しております。
５. 平成１５年３月期は、実質１カ月の決算であります。

－

－

■業務のご案内

当社の業務内容は次のとおりです。

Ａ 預金業務
(a)預金 当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、納税準備預金、非居住者円

預金、外貨預金等を取り扱っております。
(b)譲渡性預金 譲渡可能な定期預金を取り扱っております。

Ｂ 貸出業務
(a)貸付　 手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取り扱っております。
(b)手形の割引 銀行引受手形、商業手形及び荷為替手形の割引を取り扱っております。

Ｃ 商品有価証券の売買業務 国債等公共債の売買業務を行っております。
Ｄ 有価証券投資業務 預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株式、その他の証券に投資しております。
Ｅ 内国為替業務 振込、送金及び代金取立等を取り扱っております。
Ｆ 外国為替業務 輸出、輸入及び外国送金その他外国為替に関する各種業務を行っております。
Ｇ 社債受託及び登録業務 担保附社債信託法による社債の受託業務、公社債の募集受託及び登録に関する業務を行っております。
Ｈ 金融先物取引等の業務 金融先物・オプション取引業務、証券先物・オプション取引業務、金利先渡取引・為替先渡取引業務を

行っております。
Ｉ 信託契約代理業務
りそな銀行の信託契約代理店として取り扱う業務です。
・不動産流動化業務、土地信託、金銭債権信託、遺言信託、遺産整理業務等
りそな信託銀行の信託契約代理店として取り扱う業務です。
・年金信託、特定金銭信託、単独運用指定金銭信託等

J 附帯業務
(a)代理業務
○日本銀行代理店、日本銀行歳入代理店
○地方公共団体の公金取扱業務
○株式払込金の受入代理業務及び株式配当金、公社債元
利金の支払代理業務
○勤労者退職金共済機構等の代理店業務
○中小企業金融公庫等の代理貸付業務

(b)保護預り及び貸金庫業務
(c)有価証券の貸付
(d)債務の保証（支払承諾）
(e)金の売買
( f )公共債の引受
(g)国債等公共債及び証券投資信託の窓口販売
(h)損害保険及び生命保険の窓口販売
( i ) コマーシャル・ペーパー等の取り扱い
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■部門別損益の内訳 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

資金運用収支 ９７,０００ １０５,４００

資金運用収益 １０８,６８８ １１４,８６７

資金調達費用 １１,６８８ ９,４６６

役務取引等収支 １３,６３９ １６,６８０

役務取引等収益 ３０,２１５ ３３,３８１

役務取引等費用 １６,５７６ １６,７０１

その他業務収支 △１,０７３ △６２

その他業務収益 １,８６４ ６,１７２

その他業務費用 ２,９３８ ６,２３４

業務粗利益 １０９,５６５ １２２,０１８

業務粗利益率（％） １.２７ １.３６

資金運用収支 ２３０ ５９０

資金運用収益 ５５５ １,０１０

資金調達費用 ３２５ ４２０

役務取引等収支 ２１１ ２０９

役務取引等収益 ２７４ ２７９

役務取引等費用 ６３ ７０

その他業務収支 ２,４１７ １,１１９

その他業務収益 ２,４１７ ７５９

その他業務費用 △３５９

業務粗利益 ２,８５８ １,９１８

業務粗利益率（％） ５.７３ ３.３４

資金運用収支 ９７,２３０ １０５,９９０

資金運用収益 ８ ８

１０９,２３５ １１５,８６９

資金調達費用 ８ ８

１２,００４ ９,８７８

役務取引等収支 １３,８５０ １６,８８９

役務取引等収益 ３０,４９０ ３３,６６１

役務取引等費用 １６,６３９ １６,７７１

その他業務収支 １,３４３ １,０５７

その他業務収益 ４,２８１ ６,９３１

その他業務費用 ２,９３８ ５,８７４

業務粗利益 １１２,４２４ １２３,９３７

業務粗利益率（％） １.２９ １.３８

一般貸倒引当金繰入額 ３,８９８ △２,４２３

経費（除く臨時経費） ７２,５４２ ７１,８７５

業務純益 ３５,９８４ ５４,４８４

臨時損益 △２５,６５６ △１１,５１４

経常利益 １０,３２７ ４２,９７０

（注）１. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。
２. 資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。

業務粗利益３. 業務粗利益率＝資金運用勘定平均残高×１００

－

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

合

計
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■資金利益の内訳 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

（３,８４５） （８） （４,９２８） （８）
資金運用勘定 ８,６０８,８５５１０８,６８８ １.２６ ８,９０８,４８５１１４,８６７ １.２８

うち貸出金 ４,６９２,６１１１０２,１９０ ２.１７ ５,０７４,６９６１０５,３９０ ２.０７

商品有価証券 １１,８７２ ３ ０.０２ ２２,４０８ ７ ０.０３

有価証券 ８９２,０８１ ４,３４９ ０.４８ １,１８６,５３２ ７,４９９ ０.６３

コールローン ２,９９９,０２８ １,７２８ ０.０５ ２,５４５,３５５ １,５２１ ０.０５

買入手形 ８,３１２ ０ ０.００ ４０,１９３ ０ ０.００

預け金 １,０７４ ０ ０.０２ １,０５２ ０ ０.０２

資金調達勘定 ８,８５１,８１６ １１,６８８ ０.１３ ９,０６８,８１９ ９,４６６ ０.１０

うち預金 ８,４７７,５９２ ９,３８８ ０.１１ ８,５９６,８３７ ６,９９３ ０.０８

譲渡性預金 １２,６２７ ６ ０.０４ ７２,７９２ ３０ ０.０４

コールマネー １３５,８５７ １６ ０.０１ ７６,４４６ ８ ０.０１

売現先勘定 ８,１６５ ０ ０.００

債券貸借取引受入担保金 ４７,６９０ ３１ ０.０６ ４９,７５９ ３０ ０.０６

売渡手形 ５３,０３１ ６ ０.０１ １３７,２８５ ３ ０.００

借用金 １２５,００７ １,９８２ １.５８ １２７,５２７ ２,００７ １.５７

資金運用勘定 ４９,８７３ ５５５ １.１１ ５７,４１８ １,０１０ １.７５

うち貸出金 ３,３９９ ９３ ２.７４ ４,１８９ １２８ ３.０６

商品有価証券

有価証券 １ １０６７０.４８ １

コールローン ３２,０１０ ３８７ １.２１ ４０,８０７ ７８０ １.９１

買入手形

預け金 ２１ ０ ０.４８ １５ ０ ０.４９

（３,８４５） （８） （４,９２８） （８）
資金調達勘定 ５０,１０９ ３２５ ０.６４ ５７,６９８ ４２０ ０.７２

うち預金 ４５,６１３ ３０４ ０.６６ ５１,８７０ ４０９ ０.７８

譲渡性預金 ５４１ ０ ０.０４

コールマネー ４２２ １２ ２.８７ １０８ １ １.６７

売現先勘定

債券貸借取引受入担保金

売渡手形

借用金

資金運用勘定 ８,６５４,８８２１０９,２３５ １.２６ ８,９６０,９７５１１５,８６９ １.２９

うち貸出金 ４,６９６,０１０１０２,２８４ ２.１７ ５,０７８,８８５１０５,５１８ ２.０７

商品有価証券 １１,８７２ ３ ０.０２ ２２,４０８ ７ ０.０３

有価証券 ８９２,０８２ ４,３５９ ０.４８ １,１８６,５３４ ７,４９９ ０.６３

コールローン ３,０３１,０３８ ２,１１６ ０.０６ ２,５８６,１６２ ２,３０１ ０.０８

買入手形 ８,３１２ ０ ０.００ ４０,１９３ ０ ０.００

預け金 １,０９６ ０ ０.０２ １,０６７ ０ ０.０２

資金調達勘定 ８,８９８,０８０ １２,００４ ０.１３ ９,１２１,５９０ ９,８７８ ０.１０

うち預金 ８,５２３,２０５ ９,６９３ ０.１１ ８,６４８,７０７ ７,４０３ ０.０８

譲渡性預金 １２,６２７ ６ ０.０４ ７３,３３３ ３１ ０.０４

コールマネー １３６,２７９ ２８ ０.０２ ７６,５５４ ９ ０.０１

売現先勘定 ８,１６５ ０ ０.００

債券貸借取引受入担保金 ４７,６９０ ３１ ０.０６ ４９,７５９ ３０ ０.０６

売渡手形 ５３,０３１ ６ ０.０１ １３７,２８５ ３ ０.００

借用金 １２５,００７ １,９８２ １.５８ １２７,５２７ ２,００７ １.５７

（注）１.（ ）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）であり、合計欄では相殺して記載されております。
２. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末TT仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しております。
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■受取利息・支払利息の分析 （単位：百万円）

平成１７年３月期

残高要因 利率要因 合 計

受取利息 ３,７８２ ２,３９６ ６,１７９

うち貸出金 ８,３２０ △５,１２１ ３,１９９

商品有価証券　　 ３ １ ４

有価証券 １,４３５ １,７１３ ３,１４９

コールローン △２６１ ５３ △２０７

買入手形 １ △１ ０

預け金 △０ ０ △０

支払利息 ２８６ △２,５０８ △２,２２１

うち預金 １３２ △２,５２７ △２,３９５

譲渡性預金 ２９ △４ ２４

コールマネー △７ △１ △８

売現先勘定 ０ ０

債券貸借取引受入担保金 １ △２ △１

売渡手形 １０ △１３ △２

借用金 ３９ △１５ ２４

受取利息 ８４ ３７０ ４５４

うち貸出金 ２１ １３ ３５

有価証券 △０ △９ △１０

コールローン １０６ ２８６ ３９２

預け金 △０ ０ △０

支払利息 ４９ ４５ ９４

うち預金 ４１ ６３ １０５

譲渡性預金 ０ ０

コールマネー △９ △１ △１０

受取利息 ３,８６３ ２,７７０ ６,６３４

うち貸出金 ８,３３９ △５,１０４ ３,２３４

商品有価証券 ３ １ ４

有価証券 １,４３９ １,７００ ３,１３９

コールローン △３１０ ４９５ １８５

買入手形 １ △１ ０

預け金 △０ △０ △０

支払利息 ３０１ △２,４２８ △２,１２６

うち預金 １４２ △２,４３２ △２,２８９

譲渡性預金 ２９ △５ ２４

コールマネー △１２ △６ △１８

売現先勘定 ０ ０

債券貸借取引受入担保金 １ △２ △１

売渡手形 １０ △１３ △２

借用金 ３９ △１５ ２４

（注）１. 残高及び利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減要因に含めて表示しています。
２. 平成１６年３月期は、平成１５年３月期が実質的に１カ月の決算であるため分析の基準とならないので、記載しておりません。
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■役務取引等収支の内訳 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

役務取引等収益 ３０,２１５ ３３,３８１

うち預金･貸出業務 ５,８７５ ６,０９２

為替業務 ８,１８１ ８,２００

証券関連業務 １,２８０ １,３２１

代理業務 ２,２１５ ２,７８７

保護預り･貸金庫業務 ７３７ ７８１

保証業務 １２９ １９８

役務取引等費用 １６,５７６ １６,７０１

うち為替業務 １,４０９ １,４６７

役務取引等収益 ２７４ ２７９

うち預金･貸出業務

為替業務 ２３６ ２４１

証券関連業務

代理業務

保護預り･貸金庫業務

保証業務 ３７ ３８

役務取引等費用 ６３ ７０

うち為替業務 ６１ ６９

役務取引等収益 ３０,４９０ ３３,６６１

うち預金･貸出業務 ５,８７５ ６,０９２

為替業務 ８,４１８ ８,４４２

証券関連業務 １,２８０ １,３２１

代理業務 ２,２１５ ２,７８７

保護預り･貸金庫業務 ７３７ ７８１

保証業務 １６７ ２３７

役務取引等費用 １６,６３９ １６,７７１

うち為替業務 １,４７０ １,５３６
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■その他の業務収支の内訳 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

商品有価証券売買損益 ０ ４

国債等債券関係損益 △３９９ １,６６２

金融派生商品損益 △６７５ △１,７２９

その他 ０ ０

計 △１,０７３ △６２

外国為替売買損益 ７７６ ７５９

金融派生商品損益 １,６４０ ３５９

その他

計 ２,４１７ １,１１９

合　計 １,３４３ １,０５７
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■営業経費の内訳 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

給料・手当 １８,０２１ １９,６７２

退職給付費用 ３,９０７ ２,５３２

福利厚生費 ２,７７３ ２,７６４

減価償却費 ４,４８９ ３,６８３

土地建物機械賃借料 ６,０２１ ４,８２３

営繕費 １０７ １４３

消耗品費 １,２９６ １,１７０

給水光熱費 ８５２ ７９８

旅　費 ３１ ２９

通信費 １,７３３ １,７２６

広告宣伝費 ９４６ ７１８

租税公課 ４,５１７ ５,０９６

その他 ２９,８４４ ２９,３５８

合　計 ７４,５４３ ７２,５１６

（注）本表はＰ.３２の｢損益計算書｣中の経常費用中の｢営業経費｣の内訳を示したもので、Ｐ.３７の｢部門別損益の内訳｣中の｢経費｣との差額は臨時的な費用として｢部門別損益の内訳｣中
の｢臨時損益｣に含まれております。



預金に関する指標（単体情報）

埼
玉
り
そ
な
銀
行

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

42

■預金科目別平均残高・期末残高 （単位：百万円、％）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

平均残高 期末残高 平均残高 期末残高

流動性預金 ４,７０８,５６１（５５.５） ４,８０７,２７５（５６.０） ４,８７０,５９７（５６.６） ４,９０７,４４２（５７.０）

うち有利息預金 ４,５２５,５８０（５３.３） ４,６１０,３３１（５３.７） ４,６７６,７３１（５４.４） ４,６７９,１７５（５４.３）

定期性預金 ３,７１８,７６８（４３.９） ３,６６８,３４３（４２.８） ３,６６７,１４５（４２.７） ３,５２０,９０２（４０.９）

その他 ５０,２６２ （０.６） ９９,７３３ （１.２） ５９,０９３ （０.７） １８２,３４６ （２.１）

小　計 ８,４７７,５９２（１００.０） ８,５７５,３５１（１００.０） ８,５９６,８３７（１００.０） ８,６１０,６９１（１００.０）

譲渡性預金 １２,６２７ １５,８９０ ７２,７９２ ８１,４４０

計 ８,４９０,２２０ ８,５９１,２４１ ８,６６９,６２９ ８,６９２,１３１

流動性預金 （－） （－） （－） （－）

うち有利息預金 （－） （－） （－） （－）

定期性預金 （－） （－） （－） （－）

その他 ４５,６１３（１００.０） ５６,０７３（１００.０） ５１,８７０（１００.０） ５５,７１９（１００.０）

小　計 ４５,６１３（１００.０） ５６,０７３（１００.０） ５１,８７０（１００.０） ５５,７１９（１００.０）

譲渡性預金 ５４１

計 ４５,６１３ ５６,０７３ ５２,４１１ ５５,７１９

流動性預金 ４,７０８,５６１（５５.２） ４,８０７,２７５（５５.７） ４,８７０,５９７（５６.３） ４,９０７,４４２（５６.６）

うち有利息預金 ４,５２５,５８０（５３.０） ４,６１０,３３１（５３.４） ４,６７６,７３１（５４.１） ４,６７９,１７５（５４.０）

定期性預金 ３,７１８,７６８（４３.６） ３,６６８,３４３（４２.５） ３,６６７,１４５（４２.４） ３,５２０,９０２（４０.６）

その他 ９５,８７５ （１.２） １５５,８０７ （１.８） １１０,９６３ （１.３） ２３８,０６６ （２.８）

小　計 ８,５２３,２０５（１００.０） ８,６３１,４２５（１００.０） ８,６４８,７０７（１００.０） ８,６６６,４１１（１００.０）

譲渡性預金 １２,６２７ １５,８９０ ７３,３３３ ８１,４４０

総合計 ８,５３５,８３３ ８,６４７,３１５ ８,７２２,０４１ ８,７４７,８５１

（注）１.（ ）内は構成比であります。
２. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
３. 定期性預金＝定期預金＋定期積金
４. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は月次カレント方式により算出しております。
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■預金者別残高（国内） （単位：百万円、％）

平成１６年３月末 平成１７年３月末

個　人 ６,４９６,９６３（７５.３） ６,５３５,０９７（７５.４）

法　人 １,３７３,７４５（１５.９） １,５０１,１１９（１７.３）

その他 ７６０,７１６（８.８） ６３０,１９４ （７.３）

合　計 ８,６３１,４２５（１００.０） ８,６６６,４１１（１００.０）

（注）１.（ ）内は構成比であります。
２. 譲渡性預金及び特別国際金融取引勘定分を除いております。

■定期預金の残存期間別残高 （単位：百万円）

３カ月以上 ６カ月以上 １年以上 ２年以上３カ月未満 ６カ月未満 １年未満 ２年未満 ３年未満 ３年以上 合　計

定期預金 ６６６,２５２ ５１２,２０９ ８９０,５０９ ３１９,８０６ ４９３,８５８ ７８５,４４８ ３,６６８,０８５

うち固定自由金利定期預金 ６６４,１０７ ５１２,１６９ ８９０,４０４ ３１９,６９５ ４９３,７３０ ７８５,４４８ ３,６６５,５５６

変動自由金利定期預金 ７４ ４０ １０４ １１１ １２７ ４５８

その他 ２,０７１ ２,０７１

定期預金 ６５６,６５６ ４５８,１８５ ８３５,４２２ ４９６,０５５ ６７１,０１０ ４０３,３９５ ３,５２０,７２７

うち固定自由金利定期預金 ６５４,９０３ ４５８,１５１ ８３５,２７６ ４９５,９４０ ６７０,９７０ ４０３,３９５ ３,５１８,６３８

変動自由金利定期預金 ５３ ３３ １４６ １１５ ３９ ３８８

その他 １,７００ １,７００

（注）積立定期預金を含んでおりません。

－－－－－

－

－－－－－

－
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貸出金に関する指標（単体情報）

■貸出金科目別平均残高・期末残高 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

平均残高 期末残高 平均残高 期末残高

手形貸付 ２５０,８８１ ２５７,０２９ ２４３,２６６ ２５８,４７６

証書貸付 ４,１２１,６６４ ４,３３９,３２７ ４,５０４,１３８ ４,６５０,７４９

当座貸越 ２８２,４４６ ３３６,５４０ ２８８,９７３ ３６９,３８８

割引手形 ３７,６１８ ４４,４３１ ３８,３１７ ３９,８６６

計 ４,６９２,６１１ ４,９７７,３２８ ５,０７４,６９６ ５,３１８,４８１

手形貸付 ２,３６６ ２,１１６ ２,０６５ １,３６６

証書貸付 １,０３２ ８６１ ２,１２３ ２,４７８

当座貸越 ０ ０ ０ ０

割引手形

計 ３,３９９ ２,９７８ ４,１８９ ３,８４６

手形貸付 ２５３,２４８ ２５９,１４６ ２４５,３３１ ２５９,８４３

証書貸付 ４,１２２,６９７ ４,３４０,１８９ ４,５０６,２６２ ４,６５３,２２８

当座貸越 ２８２,４４６ ３３６,５４０ ２８８,９７３ ３６９,３８８

割引手形 ３７,６１８ ４４,４３１ ３８,３１７ ３９,８６６

計 ４,６９６,０１０ ４,９８０,３０７ ５,０７８,８８５ ５,３２２,３２７

（注）国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。

－－－－

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

合

計

■貸出金の担保別内訳 （単位：百万円）

平成１６年３月末 平成１７年３月末

有価証券 １８,００８ ２４,１９０

債　権 ６４,８４６ ６４,０８８

商　品

不動産 ８４１,００６ ８３３,８０３

その他 １５

計 ９２３,８７６ ９２２,０８２

保　証 ３,２３４,００７ ３,５６４,５５９

信　用 ８２２,４２２ ８３５,６８５

合　計 ４,９８０,３０７ ５,３２２,３２７

－

－－

■支払承諾の残高内訳 （単位：口、百万円）

平成１６年３月末 平成１７年３月末
手形引受 口数 １６ ８

金額 ３５ ３３

信用状 口数 １２４ １２２

金額 ６７０ ８４６

保　証 口数 １,３７９ １,３９２

金額 ５３,１９４ ６４,９６５

合　計　　口数 １,５１９ １,５２２

金額 ５３,８９９ ６５,８４５

■支払承諾見返の担保別内訳 （単位：百万円）

平成１６年３月末 平成１７年３月末
有価証券 １８１ ４５２

債　権 ７６９ １,１４９

商　品

不動産 １６,９６０ １９,５５４

その他

計 １７,９１１ ２１,１５６

保　証 ２５,１５７ ３２,３３８

信　用 １０,８３０ １２,３５０

合　計 ５３,８９９ ６５,８４５

－－

－－

■貸出金の残存期間別残高 （単位：百万円）

１年超 ３年超 ５年超 期間の定め１年以下 ３年以下 ５年以下 ７年以下 ７年超 のないもの 合　計

貸出金 ４８７,２７８ ３３１,０５８ ４３９,１８４ ２４４,９４９ ３,１４２,３４９ ３３５,４８６ ４,９８０,３０７

うち変動金利 １９８,８９１ ２３６,８８９ ９３,９７４ １,３７５,５３１ １４５,５３２

固定金利 １３２,１６７ ２０２,２９４ １５０,９７５ １,７６６,８１８ １８９,９５４

貸出金 ４６４,４４５ ３２８,３５２ ４９０,５４７ ２４８,５２８ ３,４２２,３５７ ３６８,０９６ ５,３２２,３２７

うち変動金利 １９０,４３８ ２６８,０９５ １０１,２１７ １,３５４,２８４ １６５,４６５

固定金利 １３７,９１３ ２２２,４５１ １４７,３１０ ２,０６８,０７３ ２０２,６３０

（注）残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。

－－

－－

－－

－－
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■貸出金の使途別内訳 （単位：百万円、％）

平成１６年３月末 平成１７年３月末

設備資金 ３,５６６,００９（７１.６０） ３,８２９,２３５（７１.９５）

運転資金 １,４１４,２９７（２８.４０） １,４９３,０９１（２８.０５）

合　計 ４,９８０,３０７（１００.００） ５,３２２,３２７（１００.００）

（注）（ ）内は構成比であります。

■貸出金の業種別内訳 （単位：百万円、％）

平成１６年３月末 平成１７年３月末

国内店分 ４,９８０,３０７（１００.００） ５,３２２,３２７（１００.００）

うち製造業 ３４２,１０１ （６.８７） ３５９,５９５ （６.７６）

農　業 ７,５２３ （０.１５） ７,７６５ （０.１５）

林　業 ８８７ （０.０２） ４６９ （０.０１）

漁　業 （－） （－）

鉱　業 ２,１６５ （０.０４） ２,７４４ （０.０５）

建設業 １７５,５３０ （３.５２） １７９,８０６ （３.３８）

電気・ガス・熱供給・水道業 ８,９８６ （０.１８） ８,４９６ （０.１６）

情報通信業 １２,７６０ （０.２６） ９,８８５ （０.１８）

運輸業 １２３,４１２ （２.４８） １３２,５８９ （２.４９）

卸売・小売業 ３１６,１５８ （６.３５） ３３４,６９５ （６.２９）

金融・保険業 ２１,７８３ （０.４４） １７,４６６ （０.３３）

不動産業 ４２１,６２１ （８.４６） ４１８,７７５ （７.８７）

各種サービス業 ３４８,９８１ （７.０１） ３８７,０３５ （７.２７）

地方公共団体 ４１５,８９４ （８.３５） ４１２,１９４ （７.７４）

その他 ２,７８２,５００（５５.８７） ３,０５０,８０７（５７.３２）

特別国際金融取引勘定分 （－） （－）

合　計 ４,９８０,３０７ ５,３２２,３２７

（注）（ ）内は構成比であります。

－－

－－

■業種別リスク管理債権・金融再生法開示債権 （単位：億円）

平成１６年３月末 平成１７年３月末

リスク管理債権 金融再生法開示債権 リスク管理債権 金融再生法開示債権

国内店分（除く特別国際金融取引勘定） １,５２７ １,５３０ １,０５８ １,０６２

うち製造業 １４４ １４５ ８９ ９０

農　業 ７ ７ ５ ５

林　業 ２ ２

漁　業

鉱　業

建設業 １５２ １５３ ７８ ７８

電気・ガス・熱供給・水道業 ０ ０

情報通信業 ７ ７ ７ ７

運輸業 ８ ８ ５ ５

卸売・小売業 １７６ １７７ １４３ １４３

金融・保険業 ０ ０ ０ ０

不動産業 ４０５ ４０６ ３０９ ３０９

各種サービス業 ２３０ ２３１ ８８ ８９

地方公共団体

その他 ３９１ ３９１ ３２８ ３２８

合　計 １,５２７ １,５３０ １,０５８ １,０６２

－－－－

－－

－－－－

－－－－

－－

■中小企業等向け貸出 （単位：百万円）

平成１６年３月末 平成１７年３月末

中小企業等に対する貸出金 ４,２３７,７７１ ４,５７５,１０３

総貸出金に占める割合 ８５.０９％ ８５.９６％

（注）１. 特別国際金融取引勘定分を含んでおりません。
２. 中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業は５０人、
サービス業は１００人）以下の会社及び個人であります。
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■住宅ローン･消費者ローン残高 （単位：億円）

平成１６年３月末 平成１７年３月末
住宅ローン ２５,９４１ ２８,５９８

消費者ローン ８２０ ８２６

合　計 ２６,７６２ ２９,４２４

（注）住宅ローン債権流動化後の金額であります。
＜参考＞住宅ローン債権流動化前

平成１６年３月末 平成１７年３月末
住宅ローン ２８,２６０ ３０,６４４
消費者ローン ８２０ ８２６
合　計 ２９,０８１ ３１,４７０

■特定海外債権残高 該当ありません。

■リスク管理債権残高 （単位：百万円）

平成１６年３月末 平成１７年３月末
破綻先債権・延滞債権 ７９,３６３ ５６,４７９

３カ月以上延滞債権 １０,００９ ６,０４９

貸出条件緩和債権 ６３,３３７ ４３,３４６

リスク管理債権合計 １５２,７１０ １０５,８７６

（注）リスク管理債権の各々の定義はＰ.３４の注記事項をご参照ください。

■金融再生法に基づく資産査定額 （単位：百万円）

平成１６年３月末 平成１７年３月末
破産更生債権及び
これらに準ずる債権 １８,９７２ １２,４８２

危険債権 ６０,７１３ ４４,３５４

要管理債権 ７３,３４７ ４９,３９６

正常債権 ４,９０５,３３７ ５,３００,０７７

■貸倒引当金残高 （単位：百万円）

平成１６年３月末 平成１７年３月末
一般貸倒引当金 ２４,３９８ ２１,９７５

個別貸倒引当金 ２０,７７７ １４,１９５

合　計 ４５,１７５ ３６,１７０

（単位：百万円）

増減額 平成１６年３月末 平成１７年３月末
一般貸倒引当金 ３,８９８ △２,４２３

個別貸倒引当金 ６,１５１ △６,５８１

■貸出金償却額 （単位：百万円）

平成１６年３月末 平成１７年３月末
償却額 ７,４１３ １１,０７７
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■有価証券の平均残高・期末残高 （単位：百万円、％）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

平均残高 期末残高 平均残高 期末残高
国　債 ６２８,１１０（７０.４） ７６６,７８１（６６.０） ７２０,８１１（６０.８） ５４６,９８８（４８.８）
地方債 ５８,７７７ （６.６） ９７,０８６ （８.４） １１４,７９５ （９.７） １２８,５００（１１.５）
社　債 １０６,１１７（１１.９） １６７,８０９（１４.４） ２３３,１０３（１９.６） ２６３,２２１（２３.５）
株　式 ９８,５２６（１１.０） １２３,４９４（１０.６） ９２,９１１ （７.８） １３９,０２４（１２.４）
その他 ５４８ （０.１） ７,４５０ （０.６） ２４,９１０ （２.１） ４３,１１５ （３.８）

うち外国債券及び外国株式 （－） （－） （－） （－）

その他 ５４８ （０.１） ７,４５０ （０.６） ２４,９１０ （２.１） ４３,１１５ （３.８）

計 ８９２,０８１（１００.０） １,１６２,６２３（１００.０） １,１８６,５３２（１００.０） １,１２０,８５０（１００.０）
国　債 （－） （－） （－） （－）

地方債 （－） （－） （－） （－）

社　債 （－） （－） （－） （－）

株　式 （－） （－） （－） （－）

その他 １（１００.０） １（１００.０） １（１００.０） １（１００.０）
うち外国債券及び外国株式 １（１００.０） １（１００.０） １（１００.０） １（１００.０）
その他 （－） （－） （－） （－）

計 １（１００.０） １（１００.０） １（１００.０） １（１００.０）
国　債 ６２８,１１０（７０.４） ７６６,７８１（６６.０） ７２０,８１１（６０.８） ５４６,９８８（４８.８）
地方債 ５８,７７７ （６,６） ９７,０８６ （８.４） １１４,７９５ （９.７） １２８,５００（１１.５）
社　債 １０６,１１７（１１,９） １６７,８０９（１４.４） ２３３,１０３（１９.６） ２６３,２２１（２３.５）
株　式 ９８,５２６（１１.０） １２３,４９４（１０.６） ９２,９１１ （７.８） １３９,０２４（１２.４）
その他 ５５０ （０,１） ７,４５１ （０.６） ２４,９１１ （２.１） ４３,１１７ （３.８）

うち外国債券及び外国株式 １ （０.０） １ （０.０） １ （０.０） １ （０.０）

その他 ５４８ （０.１） ７,４５０ （０.６） ２４,９１０ （２.１） ４３,１１５ （３.８）

総合計 ８９２,０８２（１００.０） １,１６２,６２５（１００.０） １,１８６,５３４（１００.０） １,１２０,８５１（１００.０）

（注）１.（ ）内は構成比であります。
２. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。

－－－－

－－－－
－－－－
－－－－
－－－－

－－－－

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

合

計

■商品有価証券平均残高 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

商品国債 ３６６ ８８９

商品地方債 ５０ ２１６

その他の商品有価証券 １１,４５６ ２１,３０１

合　計 １１,８７２ ２２,４０８

■商品有価証券売買高 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

商品国債 ３,９３９ ３７,８６１

商品地方債 ２６２ ５４９

その他の商品有価証券 ６,３３４ １２７,９０６

合　計 １０,５３５ １６６,３１６
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■有価証券の残存期間別残高 （単位：百万円）

１年超 ５年超 期間の定め１年以内 ５年以内 １０年以内 １０年超 のないもの 合　計

国　債 １８９,９８１ ４５５,４２３ １００,１０４ ２１,２７２ ７６６,７８１
地方債 ２,２９４ ５１,３９１ ４３,４００ ９７,０８６
社　債 ３,８７４ １５８,６９０ ５,２４５ １６７,８０９
株　式 １２３,４９４ １２３,４９４
その他 ４,９９４ ２,４５７ ７,４５１

うち外国債券及び外国株式 １ １
その他 ４,９９４ ２,４５５ ７,４５０

計 １９６,１４９ ６７０,５００ １４８,７５０ ２１,２７２ １２５,９５１ １,１６２,６２５
国　債 ２０,７７６ ２３８,３２７ ７３,６８７ ２１４,１９６ ５４６,９８８
地方債 ３８,３１４ ９０,１８５ １２８,５００
社　債 ４０,９４４ ２１８,４６０ ３,８１７ ２６３,２２１
株　式 １３９,０２４ １３９,０２４
その他 １７,５６６ ３,４１２ ２２,１３７ ４３,１１７

うち外国債券及び外国株式 １ １
その他 １７,５６６ ３,４１２ ２２,１３６ ４３,１１５

計 ６１,７２０ ５１２,６６８ １７１,１０３ ２１４,１９６ １６１,１６２ １,１２０,８５１

（注）その他有価証券及び満期保有目的債券を対象としております。

－－
－－－－
－－
－－－－

－－
－－－
－

－－－
－－－－
－－－
－－－－

－－
－－
－

平
成
１６
年　
３
月
期

平
成
１７
年　
３
月
期

為替業務及び社債受託に関する指標（単体情報）

■内国為替取扱高 （単位：千口、百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
各地へ向けた分

口　数 ３９,４１２ ４２,２６５

金　額 ２６,１７１,９９２ ３２,１１４,２５２

各地より受けた分

口　数 ４３,５８７ ４５,９２４

金　額 ２６,９０９,８３０ ３１,２５５,２９１

各地へ向けた分

口　数 ２３２ １８４

金　額 ３６９,９７２ ３０８,３４２

各地より受けた分

口　数 ７ ６

金　額 １３,４０１ １５,１００

送
金
為
替

代
金
取
立

■外国為替取扱高 （単位：百万米ドル）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
仕向為替

売渡為替 １,３０４ １,６５６

買入為替 ５１ ５８

被仕向為替

支払為替 １,４６５ １,８３５

取立為替 ５４ ５８

合　計 ２,８７５ ３,６０８

■外貨建資産残高 （単位：百万米ドル）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
外貨建資産残高 ６０２ ６３６

■担保附社債の受託状況 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
当行単独及び当行代表受託 １３,１９６ １０,６３０

他行代表共同受託 ２,３５０ １,４５０

合　計 １５,５４６ １２,０８０
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■利益率 （単位：％）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
総資産経常利益率 ０.１１ ０.４６

資本経常利益率 ６.８３ ２７.６７

総資産当期純利益率 ０.０４ ０.２３

資本当期純利益率 ２.７６ １４.３８

経常（当期純）利益（注）１. 総資産経常（当期純）利益率＝総資産（除く支払承諾見返）平均残高×１００

経常（当期純）利益２. 資本経常（当期純）利益率＝ 資本勘定平均残高×１００

■利鞘 （単位：％）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
資金運用利回り １.２６ １.２８

資金調達原価 ０.９３ ０.８７

総資金利鞘 ０.３３ ０.４１

資金運用利回り １.１１ １.７５

資金調達原価 ３.９１ ３.８０

総資金利鞘 △２.８０ △２.０５

資金運用利回り １.２６ １.２９

資金調達原価 ０.９５ ０.８９

総資金利鞘 ０.３１ ０.３９

経営諸比率の状況（単体情報）

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

合

計

■代理貸付の取扱高 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
中小企業金融公庫 １,０６２ ７７７

国民生活金融公庫 １,４０７ １,３２３

住宅金融公庫 １,９１１,４９３ １,７４２,６８２

農林漁業金融公庫 １１,７７５ １１,００６

年金資金運用基金 ９６ ８８

福祉医療機構 ２,２３７ ２,３３２

雇用・能力開発機構 １９ １７

日本政策投資銀行

環境再生保全機構 ６,２７９ ５,５９８

労働者健康福祉機構 ５５

中小企業基盤整備機構 ９２０ １,１４２

勤労者退職金共済機構 ２５ ２４

合　計 １,９３５,３７２ １,７６４,９９３

（注）中小企業基盤整備機構については、中小企業総合事業団が名称変更したものであ
ります。

－

－－

■公共債引受額 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
国　債 ６６２ ３,１９９

地方債 ５,９５０ ６,１７５

合　計 ６,６１２ ９,３７４

■公共債及び証券投資信託窓口販売実績 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
国　債 ４,１５０ ６９,６７２

地方債 ５,９０３ ５,９１３

合　計 １０,０５３ ７５,５８５

証券投資信託 １４９,９４５ ２４１,７６８

■国内コマーシャル･ペーパー発行取扱実績 （単位：億円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
発行取扱実績 １,０６０ １,２０６
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■１店舗当たりの預金・貸出金 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
預　金 ８１,５７８ ８３,３１２

貸出金 ４６,９８４ ５０,６８８

店舗数（店） １０６ １０５

（注）１. 預金には、譲渡性預金を含んでおります。
２. 店舗数には出張所及び代理店を含んでおりません。

■従業員１人当たりの預金・貸出金 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
預　金 ３,１３６ ３,３４７

貸出金 １,８０６ ２,０３６

従業員（人） ２,７５７ ２,６１３

（注）１. 預金には、譲渡性預金を含んでおります。
２. 従業員数は出向者を除いております。

■預証率 （単位：％）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
国内業務部門

期　末 １３.５３ １２.８９

期中平均 １０.５０ １３.６８

国際業務部門

期　末 ０.００ ０.００

期中平均 ０.００ ０.００

合　計

期　末 １３.４４ １２.８１

期中平均 １０.４５ １３.６０

（注）預金には、譲渡性預金を含んでおります。

■預貸率 （単位：％）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
国内業務部門

期　末 ５７.９３ ６１.１８

期中平均 ５５.２７ ５８.５３

国際業務部門

期　末 ５.３１ ６.９０

期中平均 ７.４５ ７.９９

合　計

期　末 ５７.５９ ６０.８４

期中平均 ５５.０１ ５８.２３

（注）預金には、譲渡性預金を含んでおります。

預
貸
率

預
証
率

■来店客数 （単位：千人）

平成１６年３月期 平成１７年３月期
来店客数 ２２９ ２３８

（注）期末月、月中平均来店客数であります。

従業員の状況

■従業員の状況

平成１６年３月期 平成１７年３月期

在籍人員ベース 在籍人員ベース

従業員数（人） ２,９０６ ２,７３２

平均年齢 ３５歳５月 ３６歳１１月

平均勤続年数 １３年１１月 １５年０月

平均給与月額（円） ３８６千 ４１２千

（注）１. 従業員数は、嘱託及び臨時雇員を含んでおりません。
２. 平均給与月額は、３月の時間外手当を含む平均給与月額であり、賞与を除くものであります。

大株主の状況（平成１７年３月３１日現在）

■普通株式

所有株式数 割合株主名
（千株） （％）

株式会社りそなホールディングス ３,８００ １００.００
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■単体自己資本比率 （単位：百万円）

平成１６年３月末 平成１７年３月末
（国内基準） （国内基準）

基本的項目 資本金 ５０,０００ ７０,０００

うち非累積的永久優先株

新株式払込金

資本準備金 ８０,０００ １００,０００

その他資本剰余金

利益準備金 ２０,０１２ ２０,０１２

任意積立金

次期繰越利益 ４,９７３ ８,６７８

その他

その他有価証券の評価差損（△）

自己株式払込金

自己株式（△）

営業権相当額（△）

計 （Ａ） １５４,９８６ １９８,６９０

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券（注１）

補完的項目 土地の再評価額と再評価の直前の
帳簿価額の差額の４５％相当額

一般貸倒引当金 ２４,３９８ ２１,９７５

負債性資本調達手段等 １２５,０００ １３７,０００

うち永久劣後債務（注２） １００,０００ １００,０００

期限付劣後債務及び期限付優先株（注３） ２５,０００ ３７,０００

計 １４９,３９８ １５８,９７５

うち自己資本への算入額 （Ｂ） １４９,３９８ １５８,９７５

控除項目（注４） （Ｃ）

自己資本額 （Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） （Ｄ） ３０４,３８４ ３５７,６６５

リスク・アセット等 資産（オンバランス）項目 ３,８７６,５６３ ４,２２３,８６４

オフバランス取引項目 ９８,６１２ ９０,１１４

計 （Ｅ） ３,９７５,１７５ ４,３１３,９７９

単体自己資本比率 ＝（Ｄ）/（Ｅ）×１００ ７.６５％ ８.２９％

（注）１. 告示第３０条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。）
であります。

２. 告示第３１条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
（１）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
（２）一定の場合を除き、償還されないものであること
（３）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
（４）利払い義務の延期が認められるものであること
３. 告示第３１条第１項第４号及び第５号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られております。
４. 告示第３２条第１項に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額であります。

－－

－－

－－

－－

－－

－－

－－

－－

－－

－－

－－

－－

自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件（平成５年大蔵省告示第５５号。以下、「告示」という。）
に定められた算式に基づき算出しております。
なお、当社は、国内基準を適用しております。

有価証券の時価等情報

■売買目的有価証券 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

貸借対照表計上額 ５,２７７ １９,１２９

当期の損益に含まれた評価差額 ０ １０

（注）貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品国債」「商品地方債」「その他の商品有価証券」中のコマー
シャル・ペーパー及び短期社債、「買入金銭債権」中の信託受益権を含めて記載しております。
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金銭の信託の時価等情報

■運用目的の金銭の信託 該当ありません。

■満期保有目的の金銭の信託 該当ありません。

■その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 該当ありません。

■当期中に売却した満期保有目的の債券 該当ありません。

■当期中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

その他有価証券

売却額 ２,０４９,６９８ ４,３９２,９４８

売却益の合計額 ４,６６０ ６,５４９

売却損の合計額 ２,９５１ ４,５３７

■時価のない有価証券の主な内容及び
貸借対照表計上額 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

その他有価証券

非上場内国債券 ５１,１９８ ６３,７０１

非上場株式

（店頭売買株式を除く） ４,３５０ ５,９１９

■その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

貸借対照表 貸借対照表
取得原価 計上額 評価差額 うち益 うち損 取得原価 計上額 評価差額 うち益 うち損

株　式 ８９,２７１ １１９,１４４ ２９,８７２ ２９,８９４ ２２ ８６,７６６ １３３,１０４ ４６,３３８ ４６,３４１ ２

債　券 ９５６,９１９ ９５４,１１９ △２,７９９ ７４９ ３,５４８ ７９７,５１２ ８０１,５２５ ４,０１３ ４,０２４ １０

国　債 ７６９,１９２ ７６６,７８１ △２,４１０ ４３２ ２,８４２ ５４４,１８５ ５４６,９８８ ２,８０２ ２,８０３ ０

地方債 ７１,１７７ ７０,７２６ △４５０ １４９ ６００ ５４,４８１ ５５,０１７ ５３５ ５４２ ６

社　債 １１６,５４９ １１６,６１１ ６１ １６７ １０５ １９８,８４４ １９９,５２０ ６７５ ６７８ ２

その他 ７,１２８ ７,４５１ ３２２ ３２７ ５ ８９,４１０ ９１,４７５ ２,０６４ ２,０９０ ２５

合　計 １,０５３,３２０ １,０８０,７１５ ２７,３９４ ３０,９７１ ３,５７６ ９７３,６８８ １,０２６,１０６ ５２,４１７ ５２,４５６ ３９

（注）貸借対照表計上額は、株式については決算日前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外については決算日における市場価格等に基づく時価に
より、それぞれ計上したものであります。

■子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 該当ありません。

■満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

貸借対照表 貸借対照表
計上額 時価 差額 うち益 うち損 計上額 時価 差額 うち益 うち損

地方債 ２６,３６０ ２６,０３７ △３２２ ３２２ ７３,４８２ ７４,５９５ １,１１３ １,１１３

合　計 ２６,３６０ ２６,０３７ △３２２ ３２２ ７３,４８２ ７４,５９５ １,１１３ １,１１３

（注）時価は、決算日における市場価格等に基づいております。

－－

－－

■保有目的を変更した有価証券 該当ありません。

■その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

債　券 １９６,１４９ ６６５,５０５ １４８,７５０ ２１,２７２ ６１,７２０ ４９５,１０２ １６７,６９０ ２１４,１９６

国　債 １８９,９８１ ４５５,４２３ １００,１０４ ２１,２７２ ２０,７７６ ２３８,３２７ ７３,６８７ ２１４,１９６

地方債 ２,２９４ ５１,３９１ ４３,４００ ３８,３１４ ９０,１８５

社　債 ３,８７４ １５８,６９０ ５,２４５ ４０,９４４ ２１８,４６０ ３,８１７

その他 ４,９９４ １７,５６６ ３,４１２ ４８,７８３

合　計 １９６,１４９ ６７０,５００ １４８,７５０ ２１,２７２ ６１,７２０ ５１２,６６８ １７１,１０３ ２６２,９７９

－－－－

－－

－－－
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貸借対照表に計上されている株式等評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

評価差額 ２７,０７３ ４８,４２３

その他有価証券 ２７,０７３ ４８,４２３

その他の金銭の信託

繰延税金負債（△） １０,９０８ １９,５１４

株式等評価差額金 １６,１６５ ２８,９０８

（注）その他有価証券の評価差額からは、平成１６年３月期は時価ヘッジにより損益に反映させた額３２１百万円、平成１７年３月期は時価ヘッジによ
り損益に反映させた額３,７３０百万円及び組込デリバティブを一体処理したことにより損益に反映させた額２６３百万円をそれぞれ除いており
ます。

－－

デリバティブ取引情報

■金利関連取引 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益
うち１年超 うち１年超

取引所 金利先物

売　建 ３,７４２ △１ △１ ２,５６９ △０ △０

買　建 ３,７４４ △０ △０ ４,９９１ １ １

店　頭 金利スワップ

受取固定・支払変動 １１６,８４３ １１３,８２８ ２,００９ ２,００９ １２１,４３０ １１４,４５４ ２,２６８ ２,２６８

受取変動・支払固定 １１４,０００ ９４,０００ △３３ △３３ １１８,６０４ ９６,６０４ △９１４ △９１４

受取変動・支払変動

キャップ

売　建 ６,４００ ４,０２５ １９ ３６ ５,４４０ ３,２９０ ２８ ４１

買　建 １,１６０ １,１６０ ９ ７

フロアー

売　建 ３００ ３００ ２ ０

買　建

スワップション

売　建

買　建 １,１４４ １,０４４ １３ ３ ２,３９９ ２４ ７

合　計 １,９６８ ２,０１５ １,３５９ １,４１２

（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）等に基づき、ヘッジ会計を適用して
いるデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
取引所取引については、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

－

－－－－－－－－

－－－－－－－－

－－－－

－－－－

－－－－－－－－

－－

－－
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■通貨関連取引 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益
うち１年超 うち１年超

店　頭 通貨スワップ ２５,４３９ １９,９３４ ２６１ ２６１ ３０,７６１ ２９,９２８ ３８７ ３８７

為替予約

売　建 １１,５１７ ２４１ ２４１ １９,７０６ △４４７ △４４７

買　建 １１,３６１ △１５８ △１５８ １９,６４６ ４４３ ４４３

通貨オプション

売　建 ３,５６３ ５６ △１９ ６,３１８ ２,９１６ １５０ １００

買　建 ３,５６３ ５６ ３７ ６,３１８ ２,９１６ １５０ △５７

合　計 ３４４ ３６２ ３８３ ４２５

（注）１. 上記取引については、時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）等に基づき、ヘッジ会計を適用し
ている通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の貸借対照表表示に反映されているものについては、上記記載から除い
ております。

２. 時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

－

－

－－

－－

■株式関連取引 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益
うち１年超 うち１年超

店　頭 有価証券店頭オプション

売　建

買　建

その他

売　建

買　建

合　計

（注）１. 上記取引については、時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

－－－－

－－－－－－－－

－－－－－－－－

－－－－－－－－

－－－－－－－－

■債券関連取引 （単位：百万円）

平成１６年３月期 平成１７年３月期

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益
うち１年超 うち１年超

取引所 債券先物

売　建 ８０,９３０ △６２４ △６２４

買　建

債券先物オプション

売　建

買　建

合　計 △６２４ △６２４

（注）１. 上記取引については、時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引については、オプション価格計算モデル等により算定しております。

－－

－－－－－－－－

－－－－－－－－

－－－－－－－－

－－－－－

■商品関連取引／クレジットデリバティブ取引 該当ありません。
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決算公告（写）

銀行法第２０条に基づいて、下記の決算公告を新聞紙に掲載しました。
なお、同法第２１条第１項及び第２項の規定により、本決算公告を本誌に掲載しています。
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国内ネットワーク （平成１７年６月末現在：本支店１０２、有人出張所８、代理店１、店舗外ATM３２３、合計４３４拠点)

さいたま営業部
さいたま市浦和区常盤７-４-１
０４８（８２４）２４１１

さいたま市役所前出張所
ＪＲ北浦和駅・浦和駅バス５分・
さいたま市役所前
さいたま営業部 ０４８（８２４）２４１１

さいたま市立病院出張所
ＪＲ北浦和駅バス１５分・さいたま
市立病院前下車さいたま市立病院内
さいたま営業部 ０４８（８２４）２４１１

桜区役所出張所
桜区役所内
さいたま営業部 ０４８（８２４）２４１１

県庁支店
さいたま市浦和区高砂３-１５-１
０４８（８２２）３３２１

さいたま新都心支店
さいたま市大宮区吉敷町４-２６２-１６
０４８（６０１）３４０１

けやきひろば出張所
ＪＲさいたま新都心駅（西口）
さいたま新都心けやきひろば
さいたま新都心支店 ０４８（６０１）３４０１

さいたま新都心合同庁舎
１号館出張所
ＪＲさいたま新都心駅（西口）合同庁舎
１号館２階エレベーターホール隣
さいたま新都心支店 ０４８（６０１）３４０１

埼玉中央地域

浦和中央支店
さいたま市浦和区高砂２-９-１５
０４８（８２９）２１１１

浦和駅前出張所
ＪＲ浦和駅（西口）徒歩２分・コルソビル１階
浦和中央支店 ０４８（８２９）２１１１

浦和流通センター出張所
ＪＲ浦和駅（西口）バス１５分・
浦和総合流通センター内
浦和中央支店 ０４８（８２９）２１１１

中浦和駅前出張所
ＪＲ中浦和駅徒歩２分
浦和中央支店 ０４８（８２９）２１１１

東浦和支店
さいたま市緑区東浦和５-１０-６
０４８（８７５）７８１１

緑区役所出張所
緑区役所内
東浦和支店 ０４８（８７５）７８１１

浦和東口支店
さいたま市浦和区東高砂町２-５
０４８（８８２）１１０１

南浦和支店
さいたま市南区南浦和２-３６-１５
０４８（８８５）３１１１

南浦和駅西口出張所
ＪＲ南浦和駅（西口）徒歩１分・丸広百貨店隣
南浦和支店 ０４８（８８５）３１１１

武蔵浦和支店
さいたま市南区沼影１-１０-１
０４８（８６１）２２３１

西浦和出張所
ＪＲ西浦和駅徒歩３分
武蔵浦和支店 ０４８（８６１）２２３１

根岸出張所
国道１７号線六辷交差点東３０ｍ
武蔵浦和支店 ０４８（８６１）２２３１

南区役所出張所
南区役所内
武蔵浦和支店 ０４８（８６１）２２３１

北浦和西口支店
さいたま市浦和区北浦和４-５-５
０４８（８３２）１５０１

埼大通り栄和出張所
ＪＲ南与野駅バス１０分・
テックランド浦和埼大通り店前
北浦和西口支店 ０４８（８３２）１５０１

南与野駅前出張所
ＪＲ南与野駅（西口）徒歩３分
北浦和西口支店 ０４８（８３２）１５０１

北浦和支店
さいたま市浦和区北浦和１-１-５
０４８（８８６）３１１１

いなげや三室店出張所
ＪＲ北浦和駅（東口）バス２０分・
いなげや浦和三室店前
北浦和支店 ０４８（８８６）３１１１

与野支店
さいたま市中央区大字下落合１０３２-３
０４８（８３１）９１１１

北与野出張所
ＪＲ北与野駅（北口）徒歩３分
与野支店 ０４８（８３１）９１１１

中央区役所出張所
ＪＲ与野本町駅（東口）徒歩５分・
中央区役所内
与野支店 ０４８（８３１）９１１１

与野駅西口出張所
ＪＲ与野駅（西口）駅前
与野支店 ０４８（８３１）９１１１

与野駅東口出張所
ＪＲ与野駅（東口）徒歩１分
与野支店 ０４８（８３１）９１１１

イオン与野ショッピングセンター
出張所
イオン与野ショッピングセンター内
与野支店 ０４８（８３１）９１１１

与野本町駅前出張所
ＪＲ与野本町駅（東口）駅前
与野支店 ０４８（８３１）９１１１

大宮支店
さいたま市大宮区大門町３-７２
０４８（６４１）３３６１

大宮支店
土呂出張所
さいたま市北区土呂町１-１９-５
０４８（６５２）１５５１

大宮駅東口出張所
JR大宮駅東口１階
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

大宮駅西口出張所
ＪＲ大宮駅中央連絡通路西口側
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

大宮区役所出張所
ＪＲ大宮駅（東口）徒歩５分・
大宮区役所内
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

埼玉精神神経センター出張所
ＪＲ大宮駅（東口）西武バス１０分
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

自治医大大宮医療センター
出張所
ＪＲ大宮駅（東口）バス１０分
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

東武ストア大宮公園店出張所
東武野田線大宮公園駅前
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

大宮西支店
さいたま市大宮区桜木町２-３１５
０４８（６４１）６６４１

大宮サティ出張所
大宮サティ内
大宮西支店 ０４８（６４１）６６４１

さいたま赤十字病院出張所
さいたま赤十字病院内
大宮西支店 ０４８（６４１）６６４１

ソニックシティ出張所
ＪＲ大宮駅（西口）徒歩５分・
ソニックシティビル２階
大宮西支店 ０４８（６４１）６６４１

三橋出張所
ジャスコ三橋店隣
大宮西支店 ０４８（６４１）６６４１

東大宮支店
さいたま市見沼区東大宮４-１６-２
０４８（６６７）１２１１

いなげや上尾沼南駅前店出張所
埼玉新都市交通沼南駅前
いなげやショッピングセンター内
東大宮支店 ０４８（６６７）１２１１

東大宮駅東口出張所
ＪＲ東大宮駅（東口）駅前
東大宮支店 ０４８（６６７）１２１１

深作出張所
国道１６号バイパス深作中交差点そば・
コミュニティーストア駐車場内
東大宮支店 ０４８（６６７）１２１１

宮原支店
さいたま市北区宮原町２-１７-２
０４８（６６５）５２４１

いなげや大宮宮原店出張所
ＪＲ宮原駅（西口）バス１０分・西奈良町前下車
宮原支店 ０４８（６６５）５２４１

大宮総合食品卸売市場出張所
新大宮バイパス吉野町２丁目交差点・
大宮総合食品卸売市場内
宮原支店 ０４８（６６５）５２４１

北区役所出張所
北区役所内
宮原支店 ０４８（６６５）５２４１

宮原駅東口出張所
ＪＲ宮原駅（東口）駅前
宮原支店 ０４８（６６５）５２４１

宮原西口出張所
ＪＲ宮原駅（西口）駅前
宮原支店 ０４８（６６５）５２４１

イトーヨーカドー大宮宮原店出張所
イトーヨーカドー大宮宮原店内
宮原支店 ０４８（６６５）５２４１

日進支店
さいたま市北区日進町２-８５４-１
０４８（６６４）４０４０

日進駅前出張所
ＪＲ日進駅前
日進支店 ０４８（６６４）４０４０

指扇支店
さいたま市西区プラザ４３-１
０４８（６２２）５３１１

指扇駅前出張所
ＪＲ指扇駅前
指扇支店 ０４８（６２２）５３１１

西区役所出張所
西区役所内
指扇支店 ０４８（６２２）５３１１

七里支店
さいたま市見沼区大字風渡野６１０-４
０４８（６８５）１１１１

大和田出張所
東武野田線大和田駅前
七里支店 ０４８（６８５）１１１１

見沼区役所出張所
見沼区役所内
七里支店 ０４８（６８５）１１１１

岩槻支店
さいたま市岩槻区本町３-１１-１６
０４８（７５７）２１１１

アピタ岩槻店出張所
東武伊勢崎線せんげん台駅（西口）
バス１５分・アピタ岩槻店内
岩槻支店 ０４８（７５７）２１１１

岩槻駅前ワッツ出張所
東武野田線岩槻駅徒歩１分
岩槻支店 ０４８（７５７）２１１１

岩槻区役所出張所
東武野田線岩槻駅徒歩１０分
岩槻支店 ０４８（７５７）２１１１

東岩槻支店
さいたま市岩槻区東岩槻１-６-１
０４８（７９４）４５７１

東武豊春駅出張所
東武野田線豊春駅構内
東岩槻支店 ０４８（７９４）４５７１

川口支店
川口市川口３-２-２
０４８（２５３）３１１１

川口駅西口出張所
ＪＲ川口駅（西口）徒歩５分
リプレ川口一番街１号棟
川口支店 ０４８（２５３）３１１１

川口駅東口出張所
ＪＲ川口駅（東口）徒歩２分・
そごうデパート内
川口支店 ０４８（２５３）３１１１

川口市役所出張所
ＪＲ川口駅バス５分・川口市役所前
川口支店 ０４８（２５３）３１１１

川口市立医療センター出張所
ＪＲ川口駅バス３０分・
川口市立医療センター内
川口支店 ０４８（２５３）３１１１

ＳＫＩＰシティ出張所
ＳＫＩＰシティＡ街区産業技術
総合センター１階
川口支店 ０４８（２５３）３１１１

西川口支店
川口市並木２-５-１
０４８（２５９）６４１１

西川口駅東口出張所
ＪＲ西川口駅（東口）駅前
西川口支店 ０４８（２５９）６４１１

川口南平支店
川口市領家１-１１-６
０４８（２２４）３１３３

東川口支店
川口市東川口３-１-１
０４８（２９８）７５１１

鳩ヶ谷支店
鳩ヶ谷市本町１-１５-１９
０４８（２８１）００３１

グリーンシティ出張所
ＪＲ蕨駅（東口）バス２５分・
グリーンシティ敷地内
鳩ヶ谷支店 ０４８（２８１）００３１

鳩ヶ谷駅出張所
埼玉高速鉄道鳩ヶ谷駅内
鳩ヶ谷支店 ０４８（２８１）００３１

鳩ヶ谷市役所出張所
ＪＲ西川口駅（東口）バス２０分・鳩ヶ谷市役所内
鳩ヶ谷支店 ０４８（２８１）００３１

鳩ヶ谷本町出張所
ＪＲ西川口駅（東口）バス２５分・本町１丁目下車
鳩ヶ谷支店 ０４８（２８１）００３１

蕨支店
蕨市中央３-１８-３
０４８（４３１）３８０１

蕨駅西口出張所
ＪＲ蕨駅（西口）駅前
蕨支店 ０４８（４３１）３８０１

蕨市役所出張所
ＪＲ蕨駅（西口）徒歩１２分・蕨市役所内
蕨支店 ０４８（４３１）３８０１

蕨東支店
蕨市塚越１-１-１７
０４８（４４２）３８６６

ダイヤモンドシティキャラ出張所
ＪＲ蕨駅（東口）バス７分・
ダイヤモンドシティキャラ内
蕨東支店 ０４８（４４２）３８６６

戸田支店
戸田市本町１-４-１
０４８（４４１）５２５１

北戸田駅前出張所
ＪＲ北戸田駅（東口）徒歩１分・駅前道路正面
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

戸田駅西口出張所
ＪＲ戸田駅（西口）徒歩１分・
西口ロータリー南側
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

戸田競艇場出張所
戸田競艇場内２階
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

イオン北戸田ショッピングセンター
出張所
イオン北戸田ショッピングセンター内
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

戸田市役所出張所
ＪＲ戸田駅（東口）徒歩１５分
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

イトーヨーカドー錦町店出張所
イトーヨーカドー錦町店内１階
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

戸田中央総合病院出張所
ＪＲ戸田公園駅（東口）徒歩７分・
戸田中央総合病院内
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

上尾支店
上尾市仲町１-６-８
０４８（７７１）６３１１

上尾駅東口出張所
ＪＲ上尾駅（東口）徒歩１分
上尾支店 ０４８（７７１）６３１１

上尾市役所出張所
ＪＲ上尾駅（東口）徒歩５分・上尾市役所庁舎１階
上尾支店 ０４８（７７１）６３１１

上尾ショッピングアヴェニュー出張所
ＪＲ北上尾駅（東口）
上尾ショッピングアヴェニュー敷地内
上尾支店 ０４８（７７１）６３１１

アリコベール上尾出張所
ＪＲ上尾駅（東口）駅前まるひろ百貨店ビル１階
上尾支店 ０４８（７７１）６３１１

県立がんセンター出張所
県立がんセンター１階
上尾支店 ０４８（７７１）６３１１

上尾西口支店
上尾市谷津２-１-５０-４
０４８（７７２）１１１１

上尾中央総合病院出張所
ＪＲ上尾駅（西口）徒歩７分・
上尾中央総合病院本館出入口
上尾西口支店 ０４８（７７２）１１１１

北上尾駅西口出張所
ＪＲ北上尾駅（西口）トミー駐輪場斜め向かい
上尾西口支店 ０４８（７７２）１１１１

西上尾出張所
ＪＲ上尾駅（西口）バス１０分・
西上尾第一団地センター前
上尾西口支店 ０４８（７７２）１１１１

桶川支店
桶川市東１-１-１８
０４８（７７３）１４８１

桶川支店
桶川西口出張所
桶川市若宮１-４-５６
０４８（７８７）６６８６

桶川市役所出張所
ＪＲ桶川駅徒歩５分
桶川支店 ０４８（７７３）１４８１
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おけがわマイン出張所
ＪＲ桶川駅徒歩１分
桶川支店 ０４８（７７３）１４８１

北本支店
北本市北本１-３２
０４８（５９１）３１３１

北本駅ビル出張所
ＪＲ北本駅ビル３階
北本支店 ０４８（５９１）３１３１

北本市役所出張所
北本市役所正面玄関右
北本支店 ０４８（５９１）３１３１

いなげや北本駅前店出張所
ＪＲ北本駅（西口）徒歩２分
いなげや北本駅前店内
北本支店 ０４８（５９１）３１３１

ヨークマート北本店出張所
ヨークマート北本店駐車場西側
北本支店 ０４８（５９１）３１３１

リリヴ北本出張所
リリヴ北本店１階
北本支店 ０４８（５９１）３１３１

鴻巣支店
鴻巣市本町３-１-２８
０４８（５４１）１４１１

川里町役場出張所
ＪＲ鴻巣駅（東口）バス２０分・
川里町役場駐車場内
鴻巣支店 ０４８（５４１）１４１１

北鴻巣出張所
ＪＲ北鴻巣駅前
鴻巣支店 ０４８（５４１）１４１１

鴻巣駅西口出張所
ＪＲ鴻巣駅前
鴻巣支店 ０４８（５４１）１４１１

鴻巣市役所出張所
ＪＲ鴻巣駅バス１０分・鴻巣市役所内
鴻巣支店 ０４８（５４１）１４１１

長崎屋北鴻巣店出張所
ＪＲ北鴻巣駅徒歩１５分・長崎屋北鴻巣店内
鴻巣支店 ０４８（５４１）１４１１

伊奈支店
北足立郡伊奈町本町１-１１０
０４８（７２２）４４１１

伊奈町役場出張所
伊奈町役場庁舎前
伊奈支店 ０４８（７２２）４４１１

埼玉東地域

草加支店
草加市高砂２-２１-１１
０４８（９２２）３３０１

草加駅西口出張所
東武伊勢崎線草加駅（西口）徒歩１分
草加支店 ０４８（９２２）３３０１

草加市役所出張所
草加市役所１階
草加支店 ０４８（９２２）３３０１

谷塚駅西口出張所
東武伊勢崎線谷塚駅（西口）徒歩２分
草加支店 ０４８（９２２）３３０１

松原支店
草加市松原１-１-６
０４８（９４２）５１４１

イトーヨーカドー新田店出張所
東武伊勢崎線新田駅（西口）徒歩５分
松原支店 ０４８（９４２）５１４１

独協通り出張所
東武伊勢崎線松原団地駅（西口）
独協大学通り西へ徒歩１０分
松原支店 ０４８（９４２）５１４１

八潮支店
八潮市大字鶴ケ曽根１３７７-２
０４８（９９５）８１０１

八潮市役所出張所
東武伊勢崎線草加駅（東口）バス２０分・
八潮市役所内
八潮支店 ０４８（９９５）８１０１

三郷支店
三郷市三郷１-４-４
０４８（９５３）５１１１

三郷支店
みさと団地出張所
三郷市彦成３-７-１５
０４８（９５７）４１３２

三郷駅北口出張所
ＪＲ三郷駅（北口）徒歩２分・早稲田中央通り前
三郷支店 ０４８（９５３）５１１１

三郷市役所出張所
三郷市役所本庁舎１階
三郷支店 ０４８（９５３）５１１１

イトーヨーカドー三郷店出張所
JR新三郷駅バス１０分ピアラシティ下車
三郷支店 ０４８（９５３）５１１１

吉川支店
吉川市保１-２-１５
０４８（９８２）１１１１

吉川北出張所
吉川団地内
吉川支店 ０４８（９８２）１１１１

吉川市役所出張所
吉川市役所内
吉川支店 ０４８（９８２）１１１１

ライフ吉川店出張所
ライフ吉川店入口
吉川支店 ０４８（９８２）１１１１

越谷支店
越谷市越ヶ谷２-２-４０
０４８（９６２）５１１１

越谷支店
松伏出張所
北L飾郡松伏町松葉１-５-３
松伏ニュータウンショッピングセンター内
０４８（９９２）２１１１

越谷市役所出張所
東武伊勢崎線越谷駅（東口）徒歩１０分・
越谷市役所庁舎入口
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

越谷市立病院出張所
東武伊勢崎線越谷駅（東口）バス１０分・
越谷市立病院１階
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

東越谷（ビッグエー東越谷店）出張所
東武伊勢崎線越谷駅（東口）徒歩１５分
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

ファイン越谷出張所
東武伊勢崎線越谷駅ファイン内
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

松伏町役場出張所
東武伊勢崎線北越谷駅（東口）
バス２０分・松伏町役場内駐車場
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

ヨークマート越谷赤山店出張所
東武伊勢崎線越谷駅（西口）徒歩１０分
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

南越谷支店
越谷市南越谷１-１７-２
０４８（９８５）９２１１

蒲生出張所
東武伊勢崎線蒲生駅（東口）徒歩５分・
蒲生中央通り商店街
南越谷支店 ０４８（９８５）９２１１

蒲生駅東口出張所
東武伊勢崎線蒲生駅（東口）駅前
南越谷支店 ０４８（９８５）９２１１

サンシティ出張所
ＪＲ南越谷駅（南口）・東武伊勢崎線
新越谷駅（東口）徒歩３分・サンシティ内
南越谷支店 ０４８（９８５）９２１１

新越谷駅西口出張所
東武伊勢崎線新越谷駅（西口）駅前ロータリー
南越谷支店 ０４８（９８５）９２１１

北越谷支店
越谷市大沢３-８-５
０４８（９７５）５１１１

北越谷西（ライフストア北越谷店前）
出張所
東武伊勢崎線北越谷駅（西口）
徒歩３分・ライフ北越谷店前
北越谷支店 ０４８（９７５）５１１１

ポレール北越谷出張所
東武伊勢崎線北越谷駅（東口）
徒歩１５分・生協ポレール北越谷店隣
北越谷支店 ０４８（９７５）５１１１

せんげん台支店
越谷市千間台西１-５-１７
０４８（９７６）５１１１

イトーヨーカドーせんげん台店出張所
東武伊勢崎線せんげん台駅（東口）徒歩５分
せんげん台支店 ０４８（９７６）５１１１

大袋駅前出張所
東武伊勢崎線大袋駅（東口）駅前
せんげん台支店 ０４８（９７６）５１１１

春日部支店
春日部市粕壁２-８-８
０４８（７５２）３１１１

一ノ割駅前出張所
東武伊勢崎線一の割駅（東口）駅前
春日部支店 ０４８（７５２）３１１１

春日部駅東口出張所
東武伊勢崎線春日部駅（東口）徒歩２分
春日部支店 ０４８（７５２）３１１１

春日部市役所出張所
東武伊勢崎線春日部駅（西口）徒歩５分
春日部支店 ０４８（７５２）３１１１

ロビンソン春日部店出張所
東武伊勢崎線春日部駅（東口）徒歩１０分
春日部支店 ０４８（７５２）３１１１

春日部西口支店
春日部市中央１-５１-１
０４８（７３６）２１１１

イトーヨーカドー春日部店出張所
東武伊勢崎線・野田線春日部駅（西口）
イトーヨーカドー１階
春日部西口支店 ０４８（７３６）２１１１

ポレール春日部出張所
東武伊勢崎線・野田線春日部駅（西口）
ポレール入口脇
春日部西口支店 ０４８（７３６）２１１１

武里支店
春日部市大字大枝８９
０４８（７３５）５１２１

タジマショッピングセンター
武里店出張所
東武伊勢崎線武里駅（西口）徒歩３分
武里支店 ０４８（７３５）５１２１

庄和支店
北L飾郡庄和町大字米島１１９８-３
０４８（７４６）５５５１

庄和町役場出張所
庄和町役場庁舎内
庄和支店 ０４８（７４６）５５５１

ヤオコー南桜井店出張所
東武野田線南桜井駅（北口）駅前
庄和支店 ０４８（７４６）５５５１

ヨークマート南桜井店出張所
東武野田線南桜井駅（北口）徒歩３分
庄和支店 ０４８（７４６）５５５１

杉戸支店
北L飾郡杉戸町杉戸２-１２-２６
０４８０（３４）１２２１

杉戸高野台駅前出張所
東武日光線杉戸高野台駅（西口）ロータリー側
杉戸支店 ０４８０（３４）１２２１

杉戸町役場出張所
杉戸町役場入口横
杉戸支店 ０４８０（３４）１２２１

東武動物公園駅出張所
東武伊勢崎線東武動物公園駅（東口）階段下
杉戸支店 ０４８０（３４）１２２１

宮代支店
南埼玉郡宮代町中央３-８-１８
０４８０（３４）７７１１

宮代町役場前出張所
東武伊勢崎線東武動物公園駅（西口）
徒歩５分・宮代町役場前
宮代支店 ０４８０（３４）７７１１

幸手支店
幸手市中３-３-４
０４８０（４２）１２２１

幸手駅前出張所
東武日光線幸手駅前
幸手支店 ０４８０（４２）１２２１

幸手市役所出張所
東武日光線幸手駅徒歩２０分・幸手市役所庁舎前
幸手支店 ０４８０（４２）１２２１

a田支店
b田市本町４-１
０４８（７６８）２１１１

埼玉県立小児医療センター出張所
ＪＲb田駅バス１０分・県立小児医療センター内
b田支店 ０４８（７６８）２１１１

しまむらa田店出張所
ＪＲb田駅（西口）徒歩８分・
しまむらb田店入口前
b田支店 ０４８（７６８）２１１１

a田市役所出張所
ＪＲb田駅バス１５分・b田市役所前
b田支店 ０４８（７６８）２１１１

a田スカイランス出張所
ＪＲb田駅（東口）徒歩２分・
b田ショッピングセンター内
b田支店 ０４８（７６８）２１１１

白岡支店
南埼玉郡白岡町大字小久喜１１１２-１
０４８０（９２）１２３４

カスミ白岡店出張所
ＪＲ白岡駅（西口）徒歩１５分・大宮・栗橋線沿い
白岡支店 ０４８０（９２）１２３４

白岡町役場出張所
白岡町役場西側入口前
白岡支店 ０４８０（９２）１２３４

新白岡駅東口出張所
ＪＲ新白岡駅（東口）駅前
白岡支店 ０４８０（９２）１２３４

久喜支店
久喜市中央２-１０-２５
０４８０（２１）２２１１

イトーヨーカドー久喜店出張所
ＪＲ久喜駅（西口）徒歩１０分・
イトーヨーカドー久喜店内
久喜支店 ０４８０（２１）２２１１

久喜駅西口駅前出張所
ＪＲ久喜駅（西口）徒歩１分・久喜支店向かい
久喜支店 ０４８０（２１）２２１１

久喜駅東口出張所
ＪＲ久喜駅（東口）駅前
久喜支店 ０４８０（２１）２２１１

久喜工業団地出張所
ＪＲ久喜駅（西口）バス１５分・
清久農協前バス停より徒歩２０分
久喜支店 ０４８０（２１）２２１１

久喜市役所出張所
ＪＲ久喜駅（西口）徒歩２０分・久喜市役所敷地内
久喜支店 ０４８０（２１）２２１１

菖蒲支店
南埼玉郡菖蒲町大字菖蒲１７９-１
０４８０（８５）２２１１

菖蒲町役場出張所
菖蒲町役場東側駐車場内
菖蒲支店 ０４８０（８５）２２１１

鷲宮支店
北L飾郡鷲宮町中央２-１-２７
０４８０（５８）８１１１

東鷲宮出張所
ＪＲ東鷲宮駅徒歩５分
鷲宮支店 ０４８０（５８）８１１１

鷲宮町役場出張所
東武伊勢崎線鷲宮駅徒歩１５分・
鷲宮町役場庁舎内
鷲宮支店 ０４８０（５８）８１１１

栗橋支店
北L飾郡栗橋町東２-２-１
０４８０（５２）１２２１

大利根町役場出張所
大利根町役場駐車場敷地内
栗橋支店 ０４８０（５２）１２２１

北川辺町役場出張所
北川辺町役場駐車場敷地内
栗橋支店 ０４８０（５２）１２２１

栗橋町役場出張所
栗橋町役場駐車場敷地内
栗橋支店 ０４８０（５２）１２２１

済生会栗橋病院出張所
済生会栗橋病院駐車場敷地内
栗橋支店 ０４８０（５２）１２２１

加須支店
加須市中央１-１２-３４
０４８０（６１）１２０１

イトーヨーカドー加須店前出張所
東武伊勢崎線加須駅徒歩２０分
加須支店 ０４８０（６１）１２０１

加須市役所出張所
東武伊勢崎線加須駅（北口）
バス７分・加須市役所前
加須支店 ０４８０（６１）１２０１

東武加須駅出張所
東武伊勢崎線加須駅改札右
加須支店 ０４８０（６１）１２０１

東武ストア加須店出張所
東武伊勢崎線加須駅徒歩３分・
東武マイン１階出口右側
加須支店 ０４８０（６１）１２０１

花崎駅前出張所
東武伊勢崎線花崎駅（北口）徒歩２分
加須支店 ０４８０（６１）１２０１

騎西支店
北埼玉郡騎西町大字騎西１２５４-１
０４８０（７３）１２０１

埼玉西地域

川越支店
川越市幸町４-１
０４９（２２２）２２５１

川越支店
新河岸出張所
川越市大字砂９１７-１
０４９（２４１）２１１１

ウニクス南古谷出張所
ウニクス南古谷内
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

川越駅東口出張所
ＪＲ川越駅（東口）徒歩３分
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

川越市役所出張所
ＪＲ川越駅（東口）バス１５分
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

川越バンテアン出張所
ＪＲ川越駅（東口）バス２０分
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

埼玉医科大学総合医療センター出張所
ＪＲ川越駅（東口）バス２０分
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

新河岸駅前出張所
東武東上線新河岸駅前
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

丸広百貨店川越店出張所
西武新宿線本川越駅徒歩７分
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

ヤオコー川越山田店出張所
ＪＲ川越駅（東口）バス１５分・康正会バス停前
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

川越南支店
川越市脇田本町１６-１４
０４９（２４２）２１２１

川越駅西口出張所
ＪＲ川越駅（西口）徒歩１分
川越南支店 ０４９（２４２）２１２１

本川越支店
川越市新富町１-２０-２
０４９（２２２）３７７０

川越市駅前出張所
東武東上線川越市駅前
本川越支店 ０４９（２２２）３７７０

霞ヶ関支店
川越市霞ヶ関北２-１-４
０４９（２３１）２００１
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霞ヶ関駅前出張所
東武東上線霞ヶ関駅前
霞ヶ関支店 ０４９（２３１）２００１

上福岡支店
上福岡市上福岡５-３-１９
０４９（２６１）２２５１

アウトレットモールリズム出張所
東武東上線ふじみ野駅徒歩５分・
アウトレットモールリズム内
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

イトーヨーカドー埼玉大井店出張所
イトーヨーカドー埼玉大井店内
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

イトーヨーカドー上福岡東店出張所
東武東上線上福岡駅徒歩１３分・
イトーヨーカドー東店内
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

上福岡市役所出張所
東武東上線上福岡駅徒歩１３分・
上福岡市役所前
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

上福岡東口出張所
東武東上線上福岡駅（北口）徒歩２分
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

ポレール高階出張所
東武東上線新河岸駅徒歩１５分・
ポレール高階入口
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

南古谷駅前出張所
ＪＲ南古谷駅前
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

大井支店
入間郡大井町大字亀久保１２３９-６９
０４９（２６６）３７１１

大井町役場出張所
大井町役場庁舎前
大井支店 ０４９（２６６）３７１１

ふじみ野支店
富士見市大字勝瀬３４８４
０４９（２６３）８８８１

ふじみ野駅東口出張所
東武東上線ふじみ野駅（東口）駅前
ふじみ野支店 ０４９（２６３）８８８１

鶴瀬支店
富士見市大字鶴馬２６０２-３
０４９（２５１）２３５１

関沢出張所
東武東上線鶴瀬駅（西口）徒歩１０分・
マツモト電器メディア館そば
鶴瀬支店 ０４９（２５１）２３５１

東武東上線鶴瀬駅前出張所
東武東上線鶴瀬駅（東口）駅前
鶴瀬支店 ０４９（２５１）２３５１

富士見市役所出張所
富士見市役所敷地内
鶴瀬支店 ０４９（２５１）２３５１

三芳町役場出張所
三芳町役場１階
鶴瀬支店 ０４９（２５１）２３５１

みずほ台支店
富士見市東みずほ台１-１-５
０４９（２５３）１３１１

西みずほ台出張所
東武東上線みずほ台駅（西口）ロータリー直進３分
みずほ台支店 ０４９（２５３）１３１１

和光支店
和光市本町２-１
０４８（４６１）５６９１

イトーヨーカドー和光店出張所
東武東上線和光市駅徒歩３分・
イトーヨーカドー和光店内
和光支店 ０４８（４６１）５６９１

和光市駅北口出張所
東武東上線和光市駅（北口）駅前
和光支店 ０４８（４６１）５６９１

和光シーアイハイツ出張所
東武東上線和光市駅徒歩６分・
シーアイハイツ内サミット入口横
和光支店 ０４８（４６１）５６９１

和光市役所出張所
東武東上線和光市駅バス５分・市役所前下車
和光支店 ０４８（４６１）５６９１

朝霞支店
朝霞市本町１-９-３
０４８（４６４）２１１１

朝霞市役所出張所
東武東上線朝霞駅（南口）徒歩１０分・
朝霞市役所そば
朝霞支店 ０４８（４６４）２１１１

北朝霞駅前出張所
ＪＲ北朝霞駅（東口）駅前ロータリー
アドバレスビル１階
朝霞支店 ０４８（４６４）２１１１

西友･マルエツ朝霞店出張所
東武東上線朝霞駅（南口）徒歩８分
朝霞支店 ０４８（４６４）２１１１

東武東上線朝霞駅北口出張所
東武東上線朝霞駅（北口）駅前
朝霞支店 ０４８（４６４）２１１１

志木支店
志木市本町５-１７-３
０４８（４７１）３５５１

志木市役所出張所
志木市役所駐車場内
志木支店 ０４８（４７１）３５５１

中宗岡四丁目出張所
いなげや中宗岡店前
志木支店 ０４８（４７１）３５５１

マミーマート上宗岡店出張所
マミーマート上宗岡店駐車場内
志木支店 ０４８（４７１）３５５１

柳瀬川駅前出張所
東武東上線柳瀬川駅（西口）駅前
志木支店 ０４８（４７１）３５５１

新座支店
新座市東北２-３６-２７
０４８（４７２）５１５１

新座市役所出張所
東武東上線朝霞台駅（南口）バス１５分・
新座市役所市民第一駐車場
新座支店 ０４８（４７２）５１５１

フードガーデン新座店出張所
ＪＲ新座駅（南口）徒歩２分
新座支店 ０４８（４７２）５１５１

所沢支店
所沢市御幸町１-１６
０４（２９２２）２１４１

所沢支店
所沢東口出張所
所沢市くすのき台１-１０-８
０４（２９９６）１１５１

北所沢出張所
西武新宿線航空公園駅（東口）
徒歩４分・所沢パークタウン
所沢支店 ０４（２９２２）２１４１

所沢駅前出張所
西武池袋線・新宿線所沢駅（西口）徒歩３分
所沢支店 ０４（２９２２）２１４１

所沢市役所出張所
西武新宿線航空公園駅（東口）
徒歩５分・所沢市役所内
所沢支店 ０４（２９２２）２１４１

西所沢駅前出張所
西武池袋線西所沢駅前
所沢支店 ０４（２９２２）２１４１

東所沢駅前出張所
ＪＲ東所沢駅徒歩２分
所沢支店 ０４（２９２２）２１４１

防衛医科大学校病院出張所
西武新宿線航空公園駅（東口）徒歩７分・
防衛医科大学校病院玄関棟
所沢支店 ０４（２９２２）２１４１

ヤオコーマーケットシティ所沢出張所
ヤオコーマーケットシティ所沢内１階
所沢支店 ０４（２９２２）２１４１

新所沢支店
所沢市緑町１-４-１１
０４（２９２２）１２２１

新所沢駅東口出張所
西武新宿線新所沢駅（東口）駅前
新所沢支店 ０４（２９２２）１２２１

小手指支店
所沢市小手指町３-１７
０４（２９４９）５１７１

小手指駅北口出張所
西武池袋線小手指駅（北口）駅前
小手指支店 ０４（２９４９）５１７１

武蔵藤沢支店
入間市大字下藤沢１２８-２４
０４（２９６４）２１１１

狭山ヶ丘駅前出張所
西武池袋線狭山ヶ丘駅前
武蔵藤沢支店 ０４（２９６４）２１１１

ヨークマート入間店出張所
西武池袋線武蔵藤沢駅バス１０分・
西武グリーンヒル前（安川通り）
武蔵藤沢支店 ０４（２９６４）２１１１

入間支店
入間市向陽台１-１６０-１２
０４（２９６４）２１２１

入間市駅前出張所
西武池袋線入間市駅（南口）駅前
入間支店 ０４（２９６４）２１２１

入間市役所出張所
西武池袋線入間市駅（南口）徒歩１０分
入間支店 ０４（２９６４）２１２１

入間リバーパーク出張所
西武池袋線入間市駅（南口）徒歩２０分
入間支店 ０４（２９６４）２１２１

サイオス出張所
西武池袋線入間市駅（南口）徒歩１０分
入間支店 ０４（２９６４）２１２１

仏子駅前出張所
西武池袋線仏子駅（北口）駅前
入間支店 ０４（２９６４）２１２１

丸広百貨店入間店出張所
西武池袋線入間市駅（南口）徒歩７分
入間支店 ０４（２９６４）２１２１

狭山支店
狭山市入間川１-５-１７
０４（２９５３）２１２１

狭山支店
狭山一番街出張所
狭山市入間川３-２１-１１
０４（２９５５）８４０１

笹井出張所
西武新宿線狭山市駅（西口）バス１０分
狭山支店 ０４（２９５３）２１２１

入曽出張所
西武新宿線入曽駅（東口）徒歩２分
狭山支店 ０４（２９５３）２１２１

入曽駅前出張所
西武新宿線入曽駅（東口）駅前
狭山支店 ０４（２９５３）２１２１

柏原ニュータウン出張所
西武新宿線狭山市駅（西口）バス１５分・
ショッピングセンター隣
狭山支店 ０４（２９５３）２１２１

狭山市駅東口ステーションビル
出張所
西武新宿線狭山市駅（東口）・ステーションビル１階
狭山支店 ０４（２９５３）２１２１

狭山市役所出張所
西武新宿線狭山市駅（西口）徒歩７分
狭山支店 ０４（２９５３）２１２１

西友狭山市駅前店出張所
西武新宿線狭山市駅（西口）駅前
狭山支店 ０４（２９５３）２１２１

ヤオコー北入曽店出張所
西武新宿線狭山市駅（東口）バス２０分
狭山支店 ０４（２９５３）２１２１

ヤオコー狭山店出張所
西武新宿線狭山市駅（西口）バス２０分
狭山支店 ０４（２９５３）２１２１

新狭山支店
狭山市新狭山３-１１-１
０４（２９５４）３３４１

新狭山駅北口出張所
西武新宿線新狭山駅（北口）駅前
新狭山支店 ０４（２９５４）３３４１

南大塚駅北口出張所
西武新宿線南大塚駅（北口）駅前
新狭山支店 ０４（２９５４）３３４１

東松山支店
東松山市箭弓町３-４-３
０４９３（２４）１２１１

東松山支店
嵐山出張所
比企郡嵐山町大字菅谷１３４
０４９３（６２）２４２４

イトーヨーカドー東松山店出張所
東武東上線東松山駅（東口）徒歩３分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

川島町役場出張所
東武バス川島町役場入口下車
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

森林公園駅南口出張所
東武東上線森林公園駅南口
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

西友東松山店出張所
東武東上線東松山駅（東口）バス１０分・
上沼バス停下車
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

松本町出張所
東武東上線東松山駅（東口）徒歩１０分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

高坂駅西口出張所
東武東上線高坂駅（西口）徒歩１分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

玉川村役場出張所
ＪＲ八高線明覚駅（北口）バス５分・
玉川村役場入口バス停
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

滑川町役場出張所
東武東上線森林公園駅バス５分・
裏郷バス停下車徒歩２分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

東松山駅西口出張所
東武東上線東松山駅（西口）駅前
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

東松山駅前出張所
東武東上線東松山駅（東口）徒歩２分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

東松山市役所出張所
東武東上線東松山駅（東口）徒歩１０分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

東松山市立市民病院出張所
東武東上線東松山駅（東口）バス７分・
市民病院前下車
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

吉見町役場出張所
東武バス久保田下車徒歩１０分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

坂戸支店
坂戸市日の出町１-２６
０４９（２８３）２１２１

東坂戸代理店
坂戸市東坂戸２-５
０４９（２８３）５４１１

イトーヨーカドー坂戸店出張所
イトーヨーカドー坂戸店内
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

マミーマート坂戸入西店出張所
マミーマート坂戸入西店駐車場内
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

いなげや鶴ヶ島店出張所
いなげや鶴ヶ島店入口右側
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

北坂戸出張所
東武東上線北坂戸駅徒歩３分・
北坂戸団地内溝端公園前
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

坂戸市役所出張所
東武東上線坂戸駅（北口）徒歩１３分
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

鳩山ニュータウン出張所
鳩山ニュータウンショッピングセンター内
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

薬師町出張所
坂戸市内薬師町交差点角
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

鶴ヶ島支店
鶴ヶ島市上広谷１８-１０
０４９（２８５）１１８１

鶴ヶ島駅西口出張所
東武東上線鶴ヶ島駅（西口）徒歩１分
鶴ヶ島支店 ０４９（２８５）１１８１

鶴ヶ島市役所出張所
鶴ヶ島市役所内
鶴ヶ島支店 ０４９（２８５）１１８１

若葉駅前出張所
東武東上線若葉駅（東口）徒歩１分
鶴ヶ島支店 ０４９（２８５）１１８１

飯能支店
飯能市八幡町３-６
０４２（９７２）３１１１

高麗出張所
西武秩父線高麗駅徒歩３分・
こま武蔵台ショッピングセンター内
飯能支店 ０４２（９７２）３１１１

サビア飯能出張所
西武池袋線飯能駅徒歩５分・サビア飯能内
飯能支店 ０４２（９７２）３１１１

名栗出張所
西武池袋線飯能駅バス４５分・浅海戸バス停前
飯能支店 ０４２（９７２）３１１１

飯能駅北口出張所
西武池袋線飯能駅（北口）徒歩１分
飯能支店 ０４２（９７２）３１１１

飯能駅南口出張所
西武池袋線飯能駅（南口）徒歩１分
飯能支店 ０４２（９７２）３１１１

飯能市役所出張所
飯能市役所庁舎内
飯能支店 ０４２（９７２）３１１１

丸広百貨店東飯能店出張所
ＪＲ八高線東飯能駅徒歩１分・
丸広百貨店東飯能店前
飯能支店 ０４２（９７２）３１１１

日高支店
日高市大字高萩６１４-２
０４２（９８５）１０１１

日高市役所出張所
ＪＲ高麗川駅徒歩２０分
日高支店 ０４２（９８５）１０１１

ヤオコー高麗川店出張所
ＪＲ高麗川駅徒歩１０分
日高支店 ０４２（９８５）１０１１

越生毛呂山支店
入間郡毛呂山町大字長瀬２３０８-１
０４９（２９４）７６１１

いなげや毛呂店出張所
東武越生線東毛呂駅徒歩２分・
いなげや毛呂店前
越生毛呂山支店 ０４９（２９４）７６１１

越生町役場出張所
東武越生線越生駅徒歩１０分・越生町役場南隣
越生毛呂山支店 ０４９（２９４）７６１１

埼玉医科大学病院出張所
ＪＲ毛呂駅徒歩５分・埼玉医科大学福祉棟１階
越生毛呂山支店 ０４９（２９４）７６１１

都幾川村役場出張所
都幾川村役場駐車場内
越生毛呂山支店 ０４９（２９４）７６１１

鳩山町役場出張所
鳩山町役場駐車場内
越生毛呂山支店 ０４９（２９４）７６１１

武州長瀬駅前出張所
東武越生線武州長瀬駅徒歩１分
越生毛呂山支店 ０４９（２９４）７６１１

小川支店
比企郡小川町大字大塚１１７３-６
０４９３（７２）２２１１

ヤオコーみどりが丘店出張所
東武東上線小川町駅バス５分・
ヤオコーみどりが丘店前
小川支店 ０４９３（７２）２２１１
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埼玉北地域

吹上支店
北足立郡吹上町本町１-４-２
０４８（５４８）０８１１

吹上町役場出張所
ＪＲ吹上駅（南口）徒歩３分・吹上町役場敷地内
吹上支店 ０４８（５４８）０８１１

行田支店
行田市行田５-１６
０４８（５５６）１１３１

行田市役所出張所
秩父鉄道行田市駅徒歩１０分・行田市役所内
行田支店 ０４８（５５６）１１３１

JR行田駅前出張所
ＪＲ行田駅前
行田支店 ０４８（５５６）１１３１

羽生支店
羽生市中央３-２-１７
０４８（５６１）３１１１

羽生駅前出張所
東武伊勢崎線羽生駅交番横
羽生支店 ０４８（５６１）３１１１

羽生市役所出張所
羽生市役所庁舎前
羽生支店 ０４８（５６１）３１１１

熊谷支店
熊谷市本町１-１０１
０４８（５２１）１５１１

いなげや大里江南店出張所
ＪＲ熊谷駅（北口）小川町駅行き
バス２０分・スーパーいなげや内
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

大里町役場出張所
大里町役場庁舎駐車場入口
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

川本町役場出張所
川本町役場庁舎入口
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

熊谷駅ビル出張所
ＪＲ熊谷駅ビルＡＺ内
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

熊谷駅南口出張所
ＪＲ熊谷駅（南口）徒歩１分
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

熊谷市役所出張所
熊谷市役所庁舎駐車場入口
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

熊谷西出張所
ＪＲ熊谷駅（北口）深谷駅行きバス１０分・
石原駅入口前
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

熊谷流通センター出張所
ＪＲ熊谷駅（北口）バス１０分・
ソシオ熊谷情報センタービル内
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

県立循環器・
呼吸器病センター出張所
ＪＲ熊谷駅（北口）小川町駅行きバス３０分・
県立循環器・呼吸器病センター内
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

江南町役場出張所
江南町役場庁舎内
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

ビッグベア出張所
ショッピングセンタービッグベア北側
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

八木橋百貨店出張所
ＪＲ熊谷駅（北口）徒歩１５分・八木橋百貨店内
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

熊谷駅前支店
熊谷市筑波２-４８-１
０４８（５２１）４３５１

籠原支店
熊谷市大字新堀７８０-１
０４８（５３３）４４１１

籠原駅南口出張所
ＪＲ籠原駅（南口）徒歩１分
籠原支店 ０４８（５３３）４４１１

マミーマート籠原店出張所
ＪＲ籠原駅（南口）徒歩１０分
籠原支店 ０４８（５３３）４４１１

深谷支店
深谷市西島町２-１９-６
０４８（５７１）４１１１

ダイアパレス上野台出張所
ＪＲ深谷駅車８分・
ダイアパレスビッグウィング前
深谷支店 ０４８（５７１）４１１１

深谷上柴ショッピングセンター
出張所
ＪＲ深谷駅車１０分・
深谷上柴ショッピングセンター内
深谷支店 ０４８（５７１）４１１１

深谷市役所出張所
ＪＲ深谷駅徒歩１０分・深谷市役所前駐車場
深谷支店 ０４８（５７１）４１１１

ヤオコー深谷国済寺店出張所
ＪＲ深谷駅車１０分・ヤオコー深谷国済寺店駐車場内
深谷支店 ０４８（５７１）４１１１

妻沼支店
大里郡妻沼町大字妻沼１４５１
０４８（５８８）１２２１

イール妻沼出張所
ＪＲ熊谷駅（東口）バス２５分・
イール妻沼ショッピングセンター正面入口
妻沼支店 ０４８（５８８）１２２１

妻沼町役場出張所
ＪＲ熊谷駅（東口）バス３０分・妻沼町役場駐車場内
妻沼支店 ０４８（５８８）１２２１

岡部支店
大里郡岡部町大字岡２６２７-１
０４８（５８５）２５１１

岡部町役場出張所
ＪＲ岡部駅徒歩５分・岡部町役場駐車場敷地内
岡部支店 ０４８（５８５）２５１１

本庄支店
本庄市中央１-６-２５
０４９５（２２）２１２１

上里出張所
ＪＲ神保原駅徒歩３分
本庄支店 ０４９５（２２）２１２１

上里町役場出張所
JR神保原駅徒歩１０分
上里町役場入口
本庄支店 ０４９５（２２）２１２１

ベルク本庄店出張所
本庄駅（北口）徒歩３分
本庄支店 ０４９５（２２）２１２１

本庄駅南口出張所
ＪＲ本庄駅（南口）徒歩１分
本庄支店 ０４９５（２２）２１２１

本庄市役所出張所
ＪＲ本庄駅（北口）徒歩１０分
本庄支店 ０４９５（２２）２１２１

美里町役場出張所
ＪＲ松久駅徒歩５分
本庄支店 ０４９５（２２）２１２１

児玉支店
児玉郡児玉町大字児玉１６-４
０４９５（７２）１２２１

神川町役場出張所
ＪＲ丹荘駅徒歩８分
児玉支店 ０４９５（７２）１２２１

児玉町役場出張所
ＪＲ児玉駅徒歩１２分
児玉支店 ０４９５（７２）１２２１

寄居支店
大里郡寄居町大字寄居９８９-１
０４８（５８１）１７７１

花園町役場出張所
秩父鉄道小前田駅徒歩８分・花園町役場正面脇
寄居支店 ０４８（５８１）１７７１

寄居町役場出張所
秩父鉄道・東武東上線・ＪＲ寄居駅（北口）
徒歩１分・寄居町役場庁舎内
寄居支店 ０４８（５８１）１７７１

秩父支店
秩父市本町４-６
０４９４（２２）３８５０

公園橋モール出張所
秩父鉄道秩父駅（西口）徒歩７分・ベルク敷地内
秩父支店 ０４９４（２２）３８５０

地場産業振興センター
出張所
秩父鉄道秩父駅（西口）徒歩１分
秩父支店 ０４９４（２２）３８５０

秩父市役所出張所
秩父鉄道御花畑駅東側徒歩２分・
秩父市役所敷地内
秩父支店 ０４９４（２２）３８５０

矢尾百貨店出張所
秩父鉄道御花畑駅西側徒歩７分
秩父支店 ０４９４（２２）３８５０

皆野支店
秩父郡皆野町大字皆野１４０７
０４９４（６２）２１２１

長c町役場出張所
秩父鉄道野上駅徒歩３分・長d町役場前
皆野支店 ０４９４（６２）２１２１

小鹿野支店
秩父郡小鹿野町大字小鹿野３６０-１
０４９４（７５）１２５５

大手町中央支店
千代田区大手町１-１-２
０３（３２１３）０６２１

池袋東口支店
豊島区南池袋１-２１-５
０３（５９５０）６３０１

足利出張所
ＪＲ足利駅徒歩３分
妻沼支店 ０４８（５８８）１２２１

住宅ローンセンター

南浦和住宅ローンセンター
さいたま市南区南浦和２-３６-１５
南浦和支店内
０４８（８８５）４８０１

大宮住宅ローンセンター
さいたま市大宮区大門町３-７２
大宮支店内
０４８（６４８）４４８２

大宮西住宅ローンセンター
さいたま市大宮区桜木町２-３１５
大宮西支店内
０４８（６４９）７９０１

川口住宅ローンセンター
川口市栄町３-５-１
川口駅東口出張所内
０４８（２５９）１４１１

蕨東住宅ローンセンター
蕨市塚越１-１-１７
蕨東支店内
０４８（４４２）５５４１

新座住宅ローンセンター
新座市東北２-３６-２７
新座支店内
０４８（４７２）３３３５

上尾西口住宅ローンセンター
上尾市谷津２-１-５０-４
上尾西口支店内
０４８（７７６）１７００

松原住宅ローンセンター
草加市松原１-１-６
松原支店内
０４８（９４２）３１０１

南越谷住宅ローンセンター
越谷市南越谷１-１７-２
南越谷支店内
０４８（９８８）８８３１

春日部西口住宅ローンセンター
春日部市中央１-５１-１
春日部西口支店内
０４８（７３８）３３１５

久喜住宅ローンセンター
久喜市中央２-１０-２５
久喜支店内
０４８０（２４）３０５１

川越住宅ローンセンター
川越市新富町１-２０-２
本川越支店内
０４９（２２３）８８７１

鶴瀬住宅ローンセンター
富士見市大字鶴馬２６０２-３
鶴瀬支店内
０４９（２５５）２４３１

所沢住宅ローンセンター
所沢市御幸町１-１６
所沢支店内
０４（２９３９）２４１１

入間住宅ローンセンター
入間市向陽台１-１６０-１２
入間支店内
０４（２９６６）３５５１

坂戸住宅ローンセンター
坂戸市日の出町１-２６
坂戸支店内
０４９（２８１）９１４１

行田住宅ローンセンター
行田市行田５-１６
行田支店内
０４８（５５５）３９１１

大手町住宅ローンセンター
千代田区大手町１-１-２
りそな銀行　東京本社ビル１階
０３（５２２３）５４６５

新宿住宅ローンセンター
新宿区西新宿１-２６-２
新宿野村ビル９階
０３（３３４２）７０８４

個人資産相談センター

浦和個人資産相談センター
さいたま市浦和区高砂２-９-１５
浦和中央ビル内
０４８（８２４）９０８７

大宮個人資産相談センター
さいたま市大宮区大門町３-７２
大宮支店内
０４８（６４３）７５７１

川口個人資産相談センター
川口市栄町３-５-１
川口駅東口出張所内
０４８（２５９）２７８１

上尾個人資産相談センター
上尾市谷津２-１-５０-４
上尾西口支店内
０４８（７７２）９９２６

越谷個人資産相談センター
越谷市越ヶ谷２-２-４０
越谷支店内
０４８（９６３）２７７７

春日部個人資産相談センター
春日部市中央１-５１-１
春日部西口支店内
０４８（７３３）３１９５

久喜個人資産相談センター
久喜市中央２-１０-２５
久喜支店内
０４８０（２１）８６１１

本川越個人資産相談センター
川越市新富町１-２０-２
本川越支店内
０４９（２２６）５３１１

上福岡個人資産相談センター
上福岡市上福岡５-３-１９
上福岡支店内
０４９（２６１）７２０１

所沢個人資産相談センター
所沢市御幸町１-１６
所沢支店内
０４（２９３９）２９８１

熊谷個人資産相談センター
熊谷市本町１-１０１
熊谷支店内
０４８（５２５）１１９５

ビジネスローンセンター

浦和ビジネスローンセンター
さいたま市浦和区高砂２-９-１５
浦和中央支店内
０４８（８２９）２１１１

大宮ビジネスローンセンター
さいたま市大宮区大門町３-７２
大宮支店内
０４８（６４８）４６１２

川越ビジネスローンセンター
川越市幸町４-１
川越支店内
０４９（２２２）２２５１

熊谷ビジネスローンセンター
熊谷市本町１-１０１
熊谷支店内
０４８（５２１）１５１１

川口ビジネスローンセンター
川口市栄町３-５-１
川口そごうデパート１階
０４８（２５３）２９１１

所沢ビジネスローンセンター
所沢市御幸町１-１６
所沢支店内
０４（２９２２）２１４１

春日部ビジネスローンセンター
春日部市粕壁２-８-８
春日部支店内
０４８（７５２）３１１１

越谷ビジネスローンセンター
越谷市越ヶ谷２-２-４０
越谷支店内
０４８（９６２）５１１１

久喜ビジネスローンセンター
久喜市中央２-１０-２５
久喜支店内
０４８０（２１）２２１１

上福岡ビジネスローンセンター
上福岡市上福岡５-３-１９
上福岡支店内
０４９（２６１）２２５１
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本部組織図 （平成１７年６月末現在）

（１本部・１３部・１事務局・１室）
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役

会

代

表

取

締

役

経

営

会

議

融

資

会

議

監

査

会

議

地域事務局

サービス改革室



埼玉りそな銀行の概要

埼
玉
り
そ
な
銀
行

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

60

■コーポレートデータ

●設立 平成１４年８月

●本店所在地 埼玉県さいたま市浦和区常盤７丁目４番１号

●従業員 ２,７３２人

●資本金 ７００億円

●国内有人店舗数 １１１

●預金残高 ８兆６,６６４億円

●貸出金残高 ５兆３,２２３億円

■役員一覧（平成１７年６月末現在）

●取締役

役職名 氏　名 兼　職

代表取締役社長 利根　忠博 （株）りそなホールディングス執行役

代表取締役兼常務執行役員 松尾　誠人
内部監査部担当

代表取締役兼常務執行役員 渡辺　拓治
経営管理部担当
経営管理部長
コンプライアンス統括部担当

取締役兼執行役員 小嶋　一晃
営業サポート本部長
資金証券部担当

取締役（非常勤） 山岡　和馬 （株）りそなホールディングス執行役
（株）りそな銀行常務執行役員

●監査役

役職名 氏　名

常勤監査役 梶田　邦治

監査役（社外） 西山　俊彦

監査役（社外） 豊嶋　秀直

(注)監査役のうち、西山俊彦および豊嶋秀直は「株式会社の監査等に関する商法の特
例に関する法律」第１８条第１項に定める要件を満たす監査役（いわゆる社外監査
役）です。

●執行役員

役職名 氏　名

常務執行役員埼玉東地域営業本部長 上條　正仁

常務執行役員埼玉中央地域営業本部長 戸所　邦弘

執行役員埼玉西地域営業本部長 青M 正紀

執行役員埼玉北地域営業本部長 福井　　賢

執行役員 村上　則忠
融資企画部担当、融資部担当

執行役員 山下　和彦
リスク統括部担当
オペレーション改革部担当

執行役員 平山　隆志
人材サービス部担当
地域事務局部長
地域事務局サービス改革室長

■概要および特長

当社は、本店を埼玉県さいたま市に置き、埼玉県を主

な営業地盤とした地域に密着した銀行です。そして、「埼

玉県の皆さまに信頼され、地元埼玉とともに発展する銀

行」を目指しております。

当社の業務運営の基本的な考え方は、地域に密着した

「現場主義」「お客さま第一主義」です。この考え方をさ

らに徹底するために、平成１６年４月より「地域運営」を導

入し、お客さまとの強固なリレーションシップに基づき、

きめ細かくかつスピーディな対応を心がけております。

法人のお客さまには円滑な資金供給はもとより、ビジ

ネスマッチングやグループ信託機能等の活用により、常

に質の高いソリューションを提供できるよう努めており

ます。特に地元中小企業の皆さまの発展こそが地域経

済活性化の源と考え、多様な資金ニーズに的確にお応え

するとともに、新事業・事業転換、事業再生等に取り組

むお客さまを積極的に応援しております。

個人のお客さまに対しても、ペイオフ解禁に伴う資金

運用ニーズの高まりや生活スタイルの変化に応じた各

種ローン・ニーズ等に適切にお応えするため、商品や相

談機能等の充実に取り組み、常にご安心とご満足をいた

だけるサービスの提供に努めております。

また、私どもは埼玉県および県内８２市町村の指定金

融機関を受託し、県内の預貸金シェアの約４割（国内銀行

銀行勘定ベース）を有する地域トップバンクとして、あら

ゆる地域経済活動を応援し、今後も地域に貢献してまい

りたいと考えております。

■あゆみ

平成

１４年８月 ●設立

１５年３月 ●旧あさひ銀行の埼玉県内１０８店舗（代理店
を除く）および東京都内３店舗を継承する
銀行として営業を開始
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銀行法施行規則等による開示項目（埼玉りそな銀行）

組織････････････････････････････････････････････････････････････････････１８、５９

大株主の状況 ･････････････････････････････････････････････････････････････４９

役員一覧 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････６０

店舗一覧･････････････････････････････････････････････････････････････５５～５８

主要な業務の内容 ･･･････････････････････････････････････････････････････３６

営業の概況 ････････････････････････････････････････････････････････････････２６

主要な経営指標の推移･････････････････････････････････････････････････３６

資本金及び発行済株式総数･･･････････････････････････････････････････３６

純資産額 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････３６

単体自己資本比率 ････････････････････････････････････････････２７、３６、５０

従業員数･･････････････････････････････････････････････････････････････３６、４９

業務粗利益及び業務粗利益率････････････････････････････････････････３７

部門別損益の内訳 ･･･････････････････････････････････････････････････････３７

資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高等 ･････････････････３８、４８

受取利息及び支払利息の増減････････････････････････････････････････３９

利益率 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････４８

預金科目別残高 ･･････････････････････････････････････････････････････････４２

固定金利定期預金、変動自由金利定期預金、

その他区分ごとの定期預金の残存期間別残高･･･････････････････４２

貸出金科目別残高 ･･･････････････････････････････････････････････････････４３

固定金利、変動金利の区分ごとの

貸出金残存期間別残高･････････････････････････････････････････････････４３

貸出金担保別内訳 ･･･････････････････････････････････････････････････････４３

支払承諾見返額担保別内訳･･･････････････････････････････････････････４３

貸出金使途別内訳 ･･･････････････････････････････････････････････････････４４

貸出金業種別内訳 ･･･････････････････････････････････････････････････････４４

中小企業向貸出 ･･････････････････････････････････････････････････････････４４

特定海外債権残高 ･･･････････････････････････････････････････････････････４５

預貸率 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････４９

商品有価証券売買高････････････････････････････････････････････････････４６

有価証券の種類別の残存期間別残高･･･････････････････････････････４７

保有有価証券残高 ･･･････････････････････････････････････････････････････４６

預証率 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････４９

銀行の主要な業務に関する事項

銀行の概況及び組織に関する事項

銀行法施行規則第１９条の２（単体情報）

リスク管理の体制･････････････････････････････････････････････････２１～２４

法令遵守の体制････････････････････････････････････････････････････１９～２０

貸借対照表･･････････････････････････････････････････････････････････３０～３１

損益計算書 ････････････････････････････････････････････････････････････････３２

利益処分計算書 ･･････････････････････････････････････････････････････････３３

リスク管理債権残高･････････････････････････････････････････････････････２８

自己資本の充実の状況･････････････････････････････････････････････････５０

有価証券の時価等情報･･･････････････････････････････････････････５０～５１

金銭の信託の時価等情報･･････････････････････････････････････････････５１

デリバティブ取引情報････････････････････････････････････････････５２～５３

貸倒引当金内訳･････････････････････････････････････････････････････２８、４５

貸出金償却額 ･････････････････････････････････････････････････････････････４５

会計監査人の監査（商法の特例に関する法律）･･･････････････････３０

破産更生債権及びこれらに準ずる債権･･･････････････････････２８、４５

危険債権･･････････････････････････････････････････････････････････････２８、４５
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